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はじめに 

 

海洋政策研究財団は、人類と海洋の共生の理念のもと、海洋・沿岸域に関する諸問

題に分野横断的に取り組んでいます。国連海洋法条約およびアジェンダ 21 に代表さ

れる新たな海洋秩序の枠組みの中で、国際社会が持続可能な発展を実現するため、総

合的・統合的な観点から調査研究し、広く社会に提言することを目的にしています。 

 活動内容は、海上交通の安全や海洋汚染防止といった本財団がこれまでに取り組ん

できた分野はもちろんのこと、沿岸域の総合的な管理、排他的経済水域や大陸棚にお

ける持続的な開発と資源の利用、海洋の安全保障、海洋教育など多岐にわたります。 

海洋政策研究財団では、平成 24 年度の 1 年計画で「河口域の一体的管理に関する

調査研究」を実施しました。沿岸域のうち特に河口域は、淡水と海水が交わる汽水域

であり、干満の差や河川流量の変化により、土砂堆積による干潟形成や土砂侵食が発

生する等、地形や環境が複雑に変化するエリアとなっています。また、河口域では、

海運活動、港湾活動、漁業活動、レクレーション活動等が行われ、港湾施設や下水処

理場が建設される等、高度に利用されている一方、魚類が遡上・降下する生態系の保

全にとっても重要な役割を果たすとともに、津波の河川遡上等の防災面でも、特に管

理が必要なエリアです。また、河口域には海ゴミが堆積しているとの研究結果もみら

れます。このように、河口域の利用調整や環境保全の問題を解決するためには、河口

域の一体的管理が必要でありますが、河口域は管理対象が異なるさまざまな管理主体

により縦割り的に管理されており、利用調整や環境保全等の河口域が抱える諸問題を

解決するための相互の調整・協力が十分に図られておらず、これまで研究分野、行政

分野のいずれにおいても一元的な整理検討がなされてこなかったと言えます。そこで、

本研究では、利害関係が輻輳する河口域管理の実態と問題点について整理し、必要な

支援策の調査研究を実施いたしました。本報告書はその成果をとりまとめたものです。 

 最後に、本書の作成および本調査研究の完了にあたって、河口域の一体的な管理に

関する調査研究委員会のメンバー、委員会にご参加いただいたオブザーバー、本事業

を支援していただいた多くの協力者の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

平成 25 年 3 月 

 

            海 洋 政 策 研 究 財 団 

理 事 長 今  義 男 
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第 1 章 研究概要 

 

１． 研究の背景 

（１）背景その１－森林・流域・沿岸域がかかえる問題点 

平成 21～23年の 3年間に実施した「森川海の一体的な管理に関する調査研究」事業にお

いて、先進的な取組みを実施している全国 20カ所の流域圏における現地ヒアリング調査を

実施し、①森川海が抱える問題点を確認し、②その中で現行制度では解決できない森川海

が抱える問題を確認し、③問題解決に向けた一体的管理とは何か、さらに問題解決に向け

た必要施策とは何かについて調査研究を実施した。 

①の森川海が抱える問題点は以下のとおりである。 

・土砂、赤土、工場・農業・生活排水よる水質汚濁の結果、農業・漁業生産低下や干潟・

海洋環境の悪化 

・ダム、堰等の河川横断構築物の設置による河川流量減少に伴う栄養塩供給不足の結果 

養殖ノリの色落ち等水産業への被害 

・ダム、堰等の河川横断構築物の設置による河川流量減少や魚道未整備に伴う水産資源悪

化の結果、水産業への被害 

・大規模な原生林伐採等、森林のオーバーユースによる河川からの栄養塩供給不足や土砂

流出の結果、水産業への被害や海洋環境の悪化 

・森林・農耕地における過疎化・高齢化による守り手・担い手不足に伴う手入れ不足や管

理放棄等のアンダーユースの結果、河川を通じて運ばれる倒木等や、内陸・河川からの

家庭ゴミ等の漂流・漂着・海底ゴミ問題 

・上流部における廃棄物処理場等の設置の結果、上下流域における環境悪化 

・適切な水循環及び水資源利用のための河川水・地下水・湧水・伏流水・海水の一体的管

理の欠如 

・ダム放流量・河川流量と、工業用水、農業用水、水道用水、内水面及び海面漁業活動と

の水資源利用調整 

・利用面、生態系保全にも重要な役割を果たす河口域利用の未調整 

・生態系アプローチに基づく管理エリアと、行政区画が異なる場合の、生態系変化や悪化 

・河川と海岸における総合的な防災対策 

・上記の環境問題に伴う地域産業衰退の結果、沿岸地域社会やコミュニティーの存続の危

機や崩壊 

 

これらの問題解決に必要な一体的管理とは、①総合的な政策・戦略・計画・条例等の制

定、②行政区画を超えた広域的な関係主体の連携及び協議、③縦割り行政に横串を通すし

くみの構築、④一体的管理システムの継続運営があげられるが、他にも人材育成、情報収
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集・共有・活用、資金源の確保が必要となる。しかし、実際には、森林・流域などの陸域

におけるさまざまな人間活動が、沿岸域の資源や自然環境に影響を及ぼすことを考慮せず、

陸域と海域の管理主体・管理対象が別々で相互の連携・調整が十分に行われておらず、分

野に特化した法律等だけでは、地域の実情に応じた問題解決が困難な状態となっている。 

上記にあげた 12の森川海が抱える問題点のうち、土砂管理、赤土流出防止対策、栄養塩

類及び汚濁負荷の適正管理と循環の回復・促進、漂流・漂着ゴミ対策の推進については、

既に解決のための施策が推し進められている。そこで、今後、問題解決が必要と認められ

る 6つの施策を以下のとおり、提案する。 

●河口域の総合的管理 

利用面、防災面、及び生態系保全にも重要な役割を果たす河口域における利用調整を図

り、必要に応じて特区やゾーニングを実施する 

●湧水・伏流水の管理 

沿岸域総合的管理に、湧水・伏流水の視点を含める 

●水資源の利用調整 

ダム放流量・河川流量と、工業用水、農業用水、水道用水、内水面及び海面漁業活動と

の水資源利用調整を図る 

●生態系に基づく管理 

 行政の管理エリア、管理主体、管理対象が異なるなか、生物の生活史全体に配慮した管

理主体の連携システムを構築する 

●総合的な防災対策 

ハード対策とソフト対策が一体となった、流域・沿岸域における総合的な防災対策を構

築する 

●海底ゴミ対策 

海底ゴミについて、流域圏が一体となって処理するしくみを構築するとともに、発生源

対策を推進する 

 

（２）背景その 2－国際的動向 

英国では、2009年に制定された海洋・沿岸アクセス法に基づき、2011年 3 月に、海洋政

策声明が策定された。本声明 1.3.5 では、「陸上及び海域で発生する活動は、陸上と海域双

方の環境に影響を及ぼす可能性がある。沿岸と河口域は価値の高い環境であるだけでなく、

社会的・経済的資産でもある。英国政府は、河口域及び河口域内で発生する活動が、沿岸

域総合的管理（ICZM）の原則に沿った統合的かつ全体論的な形で管理されることの確保に

尽力する。」と述べられており、海域のうち、特に河口域及び河口域内における活動が、ICZM

の原則に基づき管理されることが目指されている。また、米国チェサピーク湾では、メリ

ーランド州、ペンシルベニア州、バージニア州、コロンビア特別区、チェサピーク湾委員

会、環境保護庁、市民諮問グループ等、さまざまなステークホルダーで構成される、
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“Chesapeake Bay Program-A Watershed Partnership”が 1983年より実施されている。こ

こでは、沿岸域および河川流域全体の再生プログラムが実施されている。 

 

このように、河口域は沿岸域の中でも特に総合的・一体的管理が必要なエリアであるが、

海洋基本計画には、「河口域」に関する具体的施策がみられない。 

 

２．研究目的 

沿岸域のうち特に河口域は、淡水と海水が交わる汽水域であり、干満の差や河川流量の

変化により、土砂堆積による干潟形成や土砂侵食が発生する等、地形や環境が複雑に変化

するエリアである。また、河口域では、海運活動、港湾活動、漁業活動、レクレーション

活動等が行われ、港湾施設や下水処理場が建設される等、高度に利用されている。一方、

魚類が遡上・降下する生態系の保全にとっても重要な役割を果たすとともに、津波の河川

遡上等の防災面でも、特に管理が必要なエリアである。また、河口域には海ゴミが堆積し

ているとの研究結果もみられる。このように、河口域の利用調整や環境保全の問題を解決

するためには、河口域の一体的管理が必要であるが、河口域は管理対象が異なるさまざま

な管理主体により縦割り的に管理されており、利用調整や環境保全等の河口域が抱える諸

問題を解決するための相互の調整・協力が十分に図られておらず、これまで研究分野、行

政分野のいずれにおいても一元的な整理検討がなされてこなかった。 

そこで、本研究では、利害関係が輻輳する河口域管理の実態と問題点について整理し、

今後の本格調査及びそれに基づく支援策の研究に備えることとする。 

 

３．研究内容 

（１）問題点の整理 

全国の河口域が抱える問題点を文献調査等により把握するとともに、全国から数カ所の河

口域を選定し、河口域管理の実態とその問題点を現地調査により把握し、今後の本格調査

及びそれに基づく支援策の研究に備える。 

 

（２）河口域の一体的管理のための情報の収集・一元化・発信（共有） 

河口域の利用調整や環境保全の問題を解決するためには、河口域の一体的管理が必要であ

るが、陸域と海域の管理主体・管理対象が別々で、分野に特化した法律等だけでは、地域

の実情に応じた問題解決が困難な状況となっている。そこで、一体的管理に向けた具体的

手法の一つとして、まずは、情報の整備、具体的には情報の収集・一元化・発信（共有）

を通じて、陸域・河口域・沿岸域の開発・利用・保全・管理について検討する。 

 

 

 

- 3 -



４．研究体制 

（１）委員会 

 本事業は、「河口域の一体的な管理に関する調査研究委員会」を設置し、年 3 回委員会を

開催した。 

 

（２）委員 

委員長  松 田  治  広島大学 名誉教授 

委 員  磯部 雅彦  東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

委 員  関 礼 子  立教大学社会学部現代文化学科 教授 

委 員  竹村公太郎  財団法人リバーフロント整備センター 理事長 

委 員  森 下 丈 二  農林水産省水産庁資源管理部 参事官 

委 員  山 下  洋  京都大学フィールド科学教育研究センター 教授/副センター

長 

委 員  寺 島 紘 士  海洋政策研究財団 常務理事 
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河口域の一体的管理のための情報の収集・一元化・発信（共有） 

 

１．情報の収集・一元化・発信（共有） 

（１）目的 

20カ所のサイト調査の結果あきらかにされた 6つの問題点を解決するためには、陸域・

河口域・沿岸域の一体的管理が必要であるが、陸域と海域の管理主体・管理対象が別々で、

分野に特化した法律等だけでは、地域の実情に応じた問題解決が困難な状況となっている。

そこで、一体的管理に向けた具体的手法の一つとして、まずは、情報の整備、具体的には

情報の収集・一元化・発信（共有）を通じて、陸域・河口域・沿岸域の開発・利用・保全・

管理について検討する。 

 

（２）目標 

・国又は地方公共団体が主体となって、陸域・河口域・海域の開発・利用・保全・管理に

関する情報システムを構築する 

・市民・コミュニティなどの利害関係者の調整のために利用される 

・国又は地方公共団体が本情報システムのノウハウを活用してシステムを構築することに

より、労力的、時間的コストダウンが図られる 

・本情報システムは追加更新され、国又は地方自治体により管理・維持される 

 

（３）選定箇所 

①四万十川流域（高知県・愛媛県） 

②吉野川流域（徳島県・香川県・高知県・愛媛県） 

 

（４）作成範囲 

・基本：集水域（watershed） 

・自治体が決定 

 

（５）本情報システムの特徴 

①情報の Interface化 

目的別・分野に作成された、陸域、河口域、沿岸域の開発・利用・保全・管理に関する

国土数値情報および地方自治体が作成している地図情報等、作成年代、フォーマット、保

存状況（情報の欠如等）が異なるこれらの 2 次情報を、関係者が利用しやすくするために

統合化・interface化した 

 

②1次情報・2次情報の活用 

現地におけるヒアリング等の 1 次情報、および国土数値情報と地方自治体が作成してい

- 5 -



る地図情報等の 2次情報を活用し、両者を活用することにより情報のギャップを埋めた 

 

③利用面に関するデータ 

これまでの情報視覚化は、環境リスクアセスメントや、資源評価のために作成されてい

たものが大部分を占めるが、本情報システムは、持続可能な開発計画や政策策定に必要な

環境データ、資源データに加え、人による利用に関するデータを地図化（視覚化）したも

のである 

 

④コスト削減 

本情報システムに利用した Common MP GIS ソフトウェアは、俯瞰図の作成が可能なフ

リーソフトウェアであり、コストをおさえた、空間（3次元）管理の実現を目指している 

 

２．Web サイトの構築 

（１）目的 

 「森川海の一体的な管理に関する調査研究」の結果、森林・流域・沿岸域の一体的管理

の必要性をあきらかにされたが、これら研究成果を共有し、広く世間に広めることで、こ

のような分野の研究を促し、海域の持続可能な利用と健全性の確保のための施策立案に資

することを目的とする。 

 「森川海の一体的な管理に関する調査研究」の成果物の一つとして、平成 23年度にパン

フレット「森川海の一体的管理の実現に向けて」を作成したが、配付先が限られるため、

不特定多数の誰もがアクセス可能なWebによる情報発信を実施し、森林・流域・沿岸域の

一体的管理の必要性と研究成果の普及を目指す。 

 

（２）ターゲット 

森川海の問題を抱える地方自治体、地域住民に対し、問題解決に向けた情報共有・発信

を行う。また、研究・教育・啓発目的にも利用されることを目指す。GIS マップについて

は、将来、地方自治体や市民団体等の利用化を目指す。 

 

（３）コンテンツ 

①全国 20カ所の流域圏の先進的な取組み 

②全国 20カ所が抱える森川海の問題点 

③現行制度では解決できない森川海の問題点と必要施策 

④現行制度（政策、法制度） 

⑤問題解決に向けた一体的管理とは 

⑥河口域の一体的管理 

⑦地図情報（吉野川） 
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（４）今後の課題 

・情報の更新・管理 

・問い合わせ 

・登録、メールマガジン 
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第２章 河口域の一体的管理に関わる取組み状況 海外事例 

 

１．アメリカ 

（１）アメリカの国内法と政府の主な取り組み 

アメリカの河口域に関する条文は、沿岸域管理法（Coastal Zone Management Act of 

1972）が改正する中で取り込まれてきた。沿岸域管理法には、河口域（Estuary）や河口域

保護区（Estuary sanctuary）という文言が定義されている（表 2-1）。アメリカでは、この

沿岸域管理法のもとで、沿岸域及び河口域保全計画（16 U.S.C. § 1456d. Coastal and 

Estuarine Land Conservation Program：CELCP）と国家河口域調査保護区システム（16 

U.S.C. § 1461. National Estuarine Research Reserve System (Section 315)：NERRS）と

いう 2 つの河口域に関する主要な取り組みが実施されている。そこで、以下に CELCP と

NERRSの取り組みをまず紹介し、次にアメリカの河口域管理の具体例として特に有名なチ

ェサピーク湾プログラム（Chesapeake Bay Program）の概要について紹介する。 

 

表 2-1：アメリカ沿岸域管理法における河口域及び河口域保護区の定義（仮訳） 

Estuary 

河口域 

The term "estuary" means that part of a river or stream or other 

body of water having unimpaired connection with the open sea, 

where the sea water is measurably diluted with fresh water 

derived from land drainage. The term includes estuary-type areas 

of the Great Lakes. 

「河口域」とは、海水が土地排水から派生した淡水に適度に薄められ

た場所で、外海と揺るぎないつながりのある河川・小川・その他の水

域の一部を意味する。本文言は、五大湖の河口域型区域も含む。 

Estuary sanctuary

河口域保護区 

The term "estuarine sanctuary" means a research area which may 

include any part or all of an estuary and any island, transitional 

area, and upland in, adjoining, or adjacent to such estuary, and 

which constitutes to the extent feasible a natural unit, set aside to 

provide scientists and students the opportunity to examine over a 

period of time the ecological relationships within the area. 

「河口域保護区」とは、河口域と河口域に接している、あるいは、隣

接している島・移行地帯・山地の一部、あるいは、全てを含む自然的

な単位の可能な範囲を作り上げている調査区域であり、科学者や学生

が区域内で長期間生態的関係を調査できる機会を提供する。 

（参照元：http://coastalmanagement.noaa.gov/about/czma.html#section304） 
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（２）沿岸域及び河口域保全計画（16 U.S.C. § 1456d. Coastal and Estuarine Land 

Conservation Program：CELCP） 

沿岸域及び河口域保全計画（CELCP）の策定や指針の発出は、アメリカ商務省長官が行

なっている。CELCP の目的は、「生態学的、保全上、レクリエーション上、歴史的及び審

美的な価値を有するゆえに重要と考えられる沿岸域及び河口域の保護」とされている。

CELCPを通して、該当する沿岸域及び河口域を有する州やその他地方自治体は、沿岸域及

び河口域またはそれらの地役権を購入するための資金を要求できる。 

2003年 6月にアメリカ商務省長官によって発出された CELCPの指針には、各州が沿岸

域及び河口域の保全計画を定める際の基準及びプロセスが概説されている。実際の計画は、

州の沿岸域管理機関において州の計画を通して州レベルで調整するという体制がとられて

いる。CELCPの開始以降、現在までに 75,000エーカー超（30,352.5ヘクタール：東京ド

ーム約 6,458個分）が保護されている。 

CELCPの第 1号は、ミシシッピ州ビロクシ（Biloxi）沿岸に位置するディアー島（Deer 

Island）であった。この島は、鳥類及びその他野生生物の生息地としての保全を図るために

政府から資金提供を受けている。CELCPは、2002年から 2011年までの間に、175を超え

るプロジェクトに対し、およそ 2500 万ドル（およそ 234 億円）を拠出している。各州の計

画の申請状況や計画内容などの詳細については、海洋大気庁（National Oceanic and 

Atmospheric Administration：NOAA）のホームページ上で参照することができる

（http://coastalmanagement.noaa.gov/land/media/celcpplansweb.pdf）。 

 

（３）国家河口域調査保護区システム（16 U.S.C. § 1461. National Estuarine Research 

Reserve System (Section 315)：NERRS） 

国家河口域調査保護区システム（NERRS）は、①河口域保護区（Estuarine Sanctuary）

と②河口域（Estuarine Area：沿岸域管理法 315条(b)に基づき指定）から構成される。沿

岸域管理法の 315条によって、1986年 4月 7 日以前に指定された河口域保護区は、国立河

口域保護区（National Estuarine Reserve：NER）に指定され、1986年 4月 7 日以降に指

定された河口域は NER に指定することができる。アメリカ政府は、①NER として長期に

わたる適切な管理を確保するため、沿岸州又は個人に対して②NER内での調査やモニタリ

ングのための財政を支援することができる。 

NERRSとは、沿岸域（陸域及び水域）保護のためシステムであり、具体的には、長期に

わたる調査、水質モニタリング、教育、沿岸管理を行う。NERRS は、NOAA と沿岸州と

の間のパートナーシッププログラムとして行なわれる。資金の拠出や技術的な支援は、

NOAA と関連機関が実施しているが、管理は、各州の機関又は大学が地元のパートナーか

らのインプットを得て実施している。保護区（Reserve）自体の管理は、連邦／州がパート

ナーシップを通して行うが、国レベルでは、NOAA の Estuary Reserve Division of the 

Office of Coastal Resource Managementが担当している。州レベルでは、州当局又は知事

- 10 -



 

が決定する大学が担当し、多くの保護区には、地元政府や非営利団体の代表者などから成

る地元管理委員会や助言委員会が設置されている。 

現在 NERRSは、全米で 28か所指定されている。NERRSの詳細は、NOAAのウェブサ

イトから見ることが出来る（図 2-1）。例えば、当該ウェブサイトでサンフランシスコ湾を

クリックすると、サンフランシスコ湾における管理の取り組み状況が分かる。具体的には、

サンフランシスコ湾における NERRS の範囲、設置時期、主管庁、管理におけるパートナ

ーなどが記載され、更に対象地のプロフィールや管理計画、各種実施プログラム（研究調

査、教育、管理、研修）、関連情報などにリンクすることが出来る。 

 

図 2-1：NERRSのウェブサイト 

（参照元：http://nerrs.noaa.gov/ReservesMap.aspx） 

 

（２）河口域に関する事例：チェサピーク湾プログラム（Chesapeake Bay Program） 

アメリカでは、河口域に関する法律や政策上の取り組みに関連して、様々な分野横断的

プログラムが各地で展開されているが、その中でも特に有名な事例は、チェサピーク湾プ
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ログラム（Chesapeake Bay Program）である。チェサピーク湾は、NERRSのサイトとし

てメリーランド州とバージニア州にサイトを有している。そこで、アメリカの河口域に関

する事例として、このプログラムについて、以下に簡単に紹介する。 

アメリカの東海岸に位置するチェサピーク湾の流域は、メリーランド州、バージニア州、

ペンシルべニア州、デラウェア州、ウェストバージニア州、ニューヨーク州と首都ワシン

トン D.C.を含み、河口域の規模は北米最大である。チェサピーク湾には、ポトマック川

(Potomac River)、サスケハナ川(Susquehanna River)、ジェームス川（James River）など

の川が流れ込み、流域には約 1660 万人もの人々が暮らしている（図 2-2）。 

 

図 2-2：チェサピーク湾の地図 

（参照元：http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/1999/00870/contents/092.htm） 

 

チェサピーク湾は、1960年代から農業・工業・生活の排水や開発などを主因とする環境

問題が進み、各種メディアでその問題が取り上げられてきた。こうした環境問題に対処す

るため、1970年代前後に環境 NPOが設立、80年以降、州政府を越えた様々な活動が展開

されている。チェサピーク湾の問題解決の大きな前進となったのは、1983年に締結された

チェサピーク湾協定（Chesapeake Bay Agreement）である。州を越えてチェサピーク湾の

環境修復に向けたプログラムを協議・実施することとなった同協定には、当時メリーラン
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ド州、ペンシルベニア州、バージニア州、ワシントン D.C.が調印した。 

チェサピーク湾プログラムは、様々な改良を経て、現在 19 の連邦機関、約 40 の州機関

（メリーランド州、ペンシルベニア州、バージニア州、デラウェア州、ニューヨーク州、

ウェストバージニア州、ワシントン D.C.）、州政治家、約 20の学術機関、約 1800の群･市

の機関、約 60の民間組織（企業、NPO、市民団体）など多岐に渡るステークホルダーで構

成されている。活動を統合的に展開していくためのチェサピーク湾プログラム事務所は、

メリーランド州アナポリス市に設置されている。チェサピーク湾プログラムには、運営委

員会と各州の知事や市長とアメリカ環境保護局の行政官などからなる役員会が構成されて

いる。役員会は、各州の省庁職員などからなる委員会から政策アドバイスを受けつつ、各

種法制度の推進や承認を行なっている。また、役員会と運営員会に加えて、市民、自治体、

専門家による各種諮問委員会が設置され、縦割りを超える統合的な協議のもとで環境問題

に対処する計画が立てられている。現在、決定した各種計画を達成するために目標ごとに

編成された、漁業、生息地保全、水質保全などのグループが実際の計画の実施と管理を行

い、定期的な報告を行なうことで順応的管理の理念の下で事業が展開されている。更に、

それらの活動情報を広報するワーキンググループや科学的な評価を行なうチームによって

活動が強化されている（図 2-3）。 

 

図 2-3：チェサピーク湾プログラムの組織図 

（参照元：http://www.chesapeakebay.net/about/organized） 

 

チェサピーク湾プログラムは、現在、連邦政府、州政府、民間企業などの資金的協力を

得て活動を展開している。チェサピーク湾プログラムの歴史、課題、事業の状況、活動支

援、ニュース、その他写真・地図・報告書などの資料、プログラムの運営内容等の詳細に
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ついては、チェサピーク湾プログラムのホームページから参照することができる（図 2-4）。 

 

 

 

図 2-4：チェサピーク湾プログラムのウェブサイト 

（参照：http://www.chesapeakebay.net/） 
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２．イギリス 

 

英国では、2009 年 12 月に、海洋に関する新しい枠組みとなる「海洋及び沿岸アクセ

ス法（Marine and Coastal Access Act）」が制定された。本法のもと、2021 年までに、

海洋計画区域ごとに 10 カ所の「海洋計画（Marine Plan）」と、海洋計画の策定過程に

どうやって関係者を関与させるか、活動内容を段階的に示した文書である「市民参加声

明（Statement of Public Participation）」の策定が目指されている。計画策定は、10

カ所の海洋計画区域のうち東部地区より策定されており、2011 年 3 月に、「東部沿岸及

び東部沖合海洋計画区域における市民参加声明（East Inshore and East Offshore 

marine plan areas Statement of Public Participation）」が、同地区の海洋計画策定に

先駆けて策定された。また、「海洋及び沿岸アクセス法」第 44 条を根拠に、2011 年 3

月には、これら海洋計画の立案や、海洋環境に影響を及ぼす意思決定のための枠組みを

提供する「海洋政策声明（Marine Policy Statement）」が発行されている。 

海洋政策声明では、沿岸域総合的管理について、「陸上及び海域で発生する活動は、

陸上と海域双方の環境に影響を及ぼす可能性がある。沿岸と河口域は価値の高い環境で

あるだけでなく、社会的・経済的資産でもある。英国行政府は、河口域及び河口域内で

発生する活動が、沿岸域総合的管理（ICZM）の原則に沿った統合的かつ全体論的な形

で管理されることの確保に尽力する。」と述べられており、河口域は、沿岸域総合的管

理の原則に沿って管理されることが目指されている。 

そこで本章では、1997 年より現在まで約 20 年の間、河口域管理が実施されている英

国プリマス湾・タマー川河口域管理に関する活動をレビューする。 

 

（１）概要 

管理エリア プリマス湾・タマー河口域 

管理組織 タマー河口域協議フォーラム（Tamar Estuaries Consultative 

Forum；TECF）） 

管理主体 Queen’s Harbour Master Plymouth (QHM) 

・QHMは英国国防省（Ministry of Defense）の下部組織 

・QHMのトップは、英国海軍の司令長官（Commander Royal Navy）

・海軍工廠（Dockyard Port）の管理（海軍、商業、レジャー施設を

含む） 

 

（２）活動のあゆみ 

1992年 MODが管轄権及び地理的エリアの縮小を考察→パブコメ 

1994年 ・Coastal Office 設置 

・関与する関係機関が増加 
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1997年 タマー河口域管理計画（Tamar Estuary Management Plan）→パブコ

メ 

→タマー河口域管理計画 2001-2006策定 

2004年 タマー河口域管理計画 2001-2006の見直し 

2005年 4～8月 関係者との協議 

2005年 10～12月 タマー河口域管理計画 ワーキンググループ 

2006年 1月 ・関係者に対し原案が公開 

・タマー河口域管理計画 2006-2012策定 

2009年 11月 タマー河口域管理計画 2006-2012 見直し 

2012年 10月 タマー河口域管理計画 2013-2018策定 

 

（３）管理対象エリア 

①プリマス湾, タマー川感潮限界点、Tavy, Lynher and Plym, ヤーム河口域までのウェン

ブリー海岸 

②EUの生息地指令に基づいて指定された特別保全区域（Special Area of Conservation） 

③EUの鳥類指令に基づいて指定された特別保護区域（Special Protected Area） 

 

（４）タマー河口域協議フォーラムメンバー（2013-2018 計画年）と活動内容 

・Queens Harbour Master      

・Associated Bristish Ports   

・Cattewater Harbour Commissioners  

・English Heritage         

・Natural England 

・Devon and Severn Inshore Fisheries and Conservation Authority 

・Cornwall Inshore Fisheries and Conservation Authority 

・Plymouth City Council       

・West Devon Borough Council  

・South Hams District Council   

・Devon County Council  

・Cornwall County Council         

・Sutton Harbour Company 

・Marine Managamemet Organaization                     

・Environment Agency 

・Duchy of Cornwall 

・South Devon AONB (Area of Outstanding Natural Beauty ) 

・Tamar Valley AONB 
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 タマー河口域管理計画 2006-2012 において、タマー河口域協議フォーラム（以下、フォ

ーラム）は、プリマス港海洋連絡協議会、ウェンブリーボランティア諮問グループ、ワー

キンググループの 3つから構成されていたが、タマー河口域管理計画 2013-2018では、主

に資金面のアドバイスをおこなうコアグループが新たに設置され、現在フォーラムは、こ

れら 4 つの部分から構成されている。プリマス港海洋連絡協議会は、異なる河口域港の利

用者・利害関係グループ間の調整促進や、フォーラムへのアドバイスを実施する。ウェン

ブリーボランティア諮問グループは、ウェンブリーボランティア保全地域の管理を審査し、

プリマス湾・タマー河口域のうちウェンブリーに関係する部分について、フォーラムにア

ドバイスを実施する。 

 このように、フォーラムは、軍港、軍港管理者、商業港の管理者、国際マリーナ、ボー

トヤード、地方自治体等で構成されており、フォーラム参画住民は約 40,000 人にのぼる。

活動内容として、年 3 回の会議が開催され、主要なトピックとして、①調整、②モニタリ

ング・情報管理、③景観・生物多様性保全、④歴史的環境、⑤水質、⑥開発と沿岸域の改

変、⑦漁業、⑧海運・航海・安全、⑨パブリックアクセス・レクレーション・係留、⑩啓

発・理解・コミュニティの係わり、等が議論されている。  

なお、会議の結果はプリマス市 HPで公表されている。 

 

参考資料 

・Tamar Estuaries Consultative Forum (2012)：Tamar Estuaries Management Plan 

2006-2012 

・Tamar Estuaries Consultative Forum (2012)：Tamar Estuaries Management Plan 

2013-2018 

・Marine Managamanet Organaisation HP（http://www.marinemanagement.org.uk/） 
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３．オーストラリア 

 

（１）オーストラリアの河口域管理に関する基礎調査の結果 

オーストラリアの河口域管理に関する調査を始めるにあたっては、まず一般検索ツール

のグーグル（Google）と学術論文のデータベースであるサイエンスダイレクト（Science 

Direct）を使用して、オーストラリア（Australia）と管理（Management）というキーワ

ードに、河口域に関する単語を組み合わせて検索した。河口域に関する単語としては、河

口や入り江を指す「Estuary」、流域を指す「River basin」、分水界や流域を指す「Watershed」、

そして河口を指す「River mouth」を使用した。検索結果は、表 2-2の通り。 

 

表 2-2：オーストラリアの河口域管理関連のデータ検索結果（2012年 8月 13 日付） 

検索ソフト 追加の単語 ヒット件数 主な内容 

Estuary  5,230,000 National Estuaries Network, Hunter 

Coast and Estuary Management, 

Estuary Management Policy, 

Wollongong, Lower Hawkesbury Estuary, 

Brunswick River Estuary Management 

etc. 

Riverbasin  2,200,000 Murray-Darling Basin, Hunter River 

Basin etc. 

Watershed  784,000 Murray-Darling etc. 

Google 

Rivermouth  250,000 Tweed River, Margaret River Mouth, 

Murray River Mouth etc. 

Estuary  8,226 Tool for estuary management (Tuckean 

Swamp and Lake King) etc. 

Riverbasin  12,364 Murray-Darling Basin, Hunter Valley 

etc. 

Watershed  8,088 Data gathering techniques for Australian 

dryland etc. 

Science 

Direct 

Rivermouth  1,222 A Comparison of Issues and Management 

Approaches in Moreton Bay, Australia 

and Chesapeake Bay, USA etc. 

 

Google では、Estuary のヒット件数が最も多かった。これは、オーストラリアの全国河

口域管理ネットワーク（National Estuaries Network：NEN）の存在にあると考えられる。

NENは、オーストラリアの集水域、河川、河口域の状態を把握するために、国や州の政策
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決定者や科学者との間で 2000年に結成されたネットワークであり、これまでインターネッ

トを通して盛んに情報配信を行なっている。 

一方、Science Direct では、Riverbasin のヒット件数が最も多かった。その理由は、ニ

ューサウスウェールズ州（New South Whales）、ビクトリア州（Victoria）、クイーンズラ

ンド州（Queensland）、南オーストラリア州（Southern Australia）、キャンベラ首都特別

地域（Canberra）をまたぐマレー・ダーリング流域（Murray-Darling Basin）の存在に

あると考えられる。マレー・ダーリング流域の管理は、関係州政府及び連邦政府からなる

マレー・ダーリング流域庁（Murray-Darling Basin Authority：MDBA）が行い、統合的

な管理を実施している。MDBA の制度は、統合的管理や水取引制度の導入など学術的関心

の高い政策が多く、これまでに多くの論文が執筆されている。 

NENとMDBAは事例として興味深いが、NENはオーストラリア全体のネットワークで

あり、MDBA は流域圏規模の政策であるため、どちらも特定の河口域の具体的な事例には

ならない。そこで本調査では、NEN と MDBA の情報をまとめた上で、ヒット件数が次に

多かったニューサウスウェールズ州のハンター河口域・沿岸域の管理計画（Hunter Estuary 

Coastal Zone Management Plan：HECZMP）を具体例としてまとめた。NEN、MDBA、

HECZMPについては、それぞれ関係する①基本情報、②対象地における問題点、③取り組

み、④参考文献という順で紹介する。 

 

（２）河口域のネットワーク（全国河口域管理ネットワーク：National Estuaries 

Network：NEN） 

①オーストラリア全土の河口域の基本情報 

オーストラリア政府は、1997年に国や州の自然資源管理に関係している政府機関や研究

機関とともに国土と水資源に関する監査活動（National Land and Water Resources Audit）

を開始し、農業、沿岸域、乾燥地帯の塩分濃度、干害などに関する全国レベルの調査を実

施した。その中で河口域に関する調査として 2000 年から河口域評価事業（Estuary 

Assessment 2000）を開始し、2002年にはオーストラリアの集水域・河川・河口域の状態

に関する報告書（Catchment, River and Estuary Condition in Australia：CRECA）を発

表している。河口域評価事業において、河口域は表 2-3のように定義されている。 

 

表 2-3：河口域評価事業（Estuary Assessment 2000）による河口域の定義（仮訳） 

An estuary is a semi-enclosed coastal body of water where salt from the open sea 

mixes with freshwater draining from the land where waters with different salinities 

mix or where marine and fluvial sediments occur together. 

河口域は、半閉鎖性の沿岸水域で、外洋の海水と陸から流れ出る淡水が混ざり合った異

なる塩分濃度の場所、あるいは、海洋と河川の堆積物が共に発生する場所である。 

（参照元：http://www.anra.gov.au/topics/coasts/estuary/index.html） 
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オーストラリア全土にある 1000以上の河口域のうち NLWRAが調査した河口域は、979

でそのうち 9％は過剰に開拓されている状態（図 2-5：赤）、19％は人為的介入が行なわれ

ている状態（図 2-5：水色）、22％は未開部分が多く残されている状態（図 2-5：薄紫）、50％

は未開に近い状態（図 2-5：紫）だとされている。未開状態に近い河口域は、人口密度が比

較的低い北部に多く、過剰に開拓されている河口域は、シドニー、メルボルン、アデレー

ド、ブリスベン、パースなどの大都市を有する南部に多い。またオーストラリアの河口域

は、各地の地形、潮流、波などによって形状が異なる（図 2-6）。 

 

図 2-5：オーストラリアの河口域とその状態 

（参照元：http://www.anra.gov.au/topics/coasts/estuary/index.html） 

 

図 2-6：オーストラリアの河口域とその状態 

（参照元：National Land and Water Resources Audit 2002 p.12） 

 

- 20 -



 

②オーストラリア全土における問題点 

オーストラリアの河口域は、気候変動、豪雨、干害、浸食などの自然災害による脅威に

さらされている。こうした自然災害は、過剰な土地利用、養分や土砂の流出、川岸植物の

減少などによって、一層被害が大きくなるとも言われている。また、自然環境の変化は、

農業や漁業に甚大な影響を与えるとも言われている。こうした河口域の状況に対して、オ

ーストラリアの集水域・河川・河口域の状態に関する報告書（CRECA）は以下のような課

題を提起している。 

・ 未開に近い状態の河口域を維持するための保全管理戦略の作成が必要。 

・ 自然資源管理プロセスの中で、河口域管理の目標を達成していくための働きかけが

必要。 

・ 国や州レベルでの河口域管理の主導機関とその責任に関する明確な説明が必要。 

・ 河口域管理を改善するための企業や市民の強い責任にもとづいたオーストラリア全

土の沿岸域政策や管理イニシアティブの開発が必要。 

・ 河口域を管理する職員や自治体の計画を支援するための情報、研修、支援の継続的

提供が必要。 

 

③全国河口域管理ネットワーク（National Estuaries Network：NEN）の取り組み 

全国河口域管理ネットワーク（NEN）は、国土と水資源に関する監査活動（National Land 

and Water Resources Audit）中の河口域の評価をすることを目的に、国や州の政策決定者

と科学者によって 2000 年に設置された。NEN の業務は 2002 年に終了したが、その後も

知識や考え方の交換・共同事業構想・最新の科学成果を共有する場としてのネットワーク

の価値を見出したメンバーによって、活動は続いている。NENの活動は、オーストラリア

連邦政府・州政府・自治体・大学・民間企業による沿岸域共同研究センター（Coastal 

Cooperative Research Centers）が 2006年まで支援し、その後、オーストラリア地球科学

局（Geoscience Australia）が支援している。 

NEN の目標は、「河口域の自然資源管理と環境保護を向上させること」であり、河口域

に関係する国や州の管理者と科学者をつなぐネットワークを形成することで、その目標を

達成しようとしている。NENのメンバーは、オーストラリアの全ての州と特別地域の河口

域管理者と研究者で形成され、ハイレベルの政策決定者や現場の研究者ではなく、その間

で、科学的知識を政策決定に翻訳していく役割を担う調整者である傾向が強い。 

NENの主な活動は、河口域管理に関する会合の開催である。会合は、年 2 回それぞれ 3

日間の日程で開催されている。会合の 1 日目は、各州の管理者の情報更新の場、2 日目は開

催州の現地視察、3 日目は一般公開で専門家や科学者による河口域研究成果の報告の場とな

っている。NENに関する情報は、オーストラリア政府が管理している沿岸域の情報サイト

に併設されている（http://www.ozcoasts.gov.au/nen.jsp）。当ウェブサイトには、NEN の

背景、最新のニュース、イベント開催案内、連絡先、メンバー専用ページなどの情報が掲
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載されている。 

 

④参考文献 

・ National Land and Water Resources Audit, 2002, Catchment, River and Estuary 

Condition in Australia, Commonwealth of Australia（2013年 3月 10 日アクセス）

http://www.anra.gov.au/topics/coasts/pubs/summary-reports/catchment-condition/pu

bs/catchment-condition.pdf 

・ Australian Natural Resources Atlas, 2007, Estuary Assessment 2000, Department 

of Sustainability, Environment, Water, Population and Communities (2013年 3月 10

日アクセス) http://www.anra.gov.au/topics/coasts/estuary/index.html 

・ Australian Online Coastal Information - OzCoast, National Estuaries Network, 

Australian Government - Geoscience Australia, (2013 年 3 月 10 日アクセス) 

http://www.ozcoasts.gov.au/nen.jsp 

 

（３）流域圏規模の政策（マレー・ダーリング流域庁：Murray-Darling Basin Authority：

MDBA） 

①マレー・ダーリング流域の基本情報 

 

図 2-7：マレー・ダーリング流域の位置 

（参照元：http://www.mdba.gov.au/annualreports/2008-09/role.html） 
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マレー・ダーリング流域は、キャンベラ首都特別地域、ニューサウスウェールズ州、ビ

クトリア州、クイーンズランド州、南オーストラリア州にまたがり、その流域面積は約 106

万 km2（オーストラリア本土の約 1/7、日本の国土の 3倍弱）におよぶ（図 2-7）。30,000

以上の湿地帯を有するマレー・ダーリング流域には、マレー川とダーリング川を中心に更

に 20以上もの川と地下水が存在している。現在、流域の居住者約 200 万人（国民の 11％）

に加えて、約 100 万人の人々がこの流域の水を農業・工業・家庭用水として利用している。

マレー・ダーリング流域では、オーストラリアの灌漑農業の約 7 割（農業生産の 40％）が

行なわれ、農業用水利用の割合は、水利用全体の 9 割を占めるほどである。 

 

②マレー・ダーリング流域の問題点 

マレー・ダーリング流域は、オーストラリアの 14％の面積を有しているにも関わらず、

オーストラリアの平均降雨量のうち 6.1％のみしか享受していない。こうした自然環境に加

えて、マレー・ダーリング流域の水使用量は、人口や農業生産などによって増加の一途を

たどり、地域一体で干ばつ、塩害、水不足が常態化している。ダム建設が厳しい政策批判

の対象となるオーストラリアでは、水問題に対処するためマレー・ダーリング流域を中心

に、1980年代前半から水取引が検討され、1990年代には見直しが入り、1998年から本格

的に取引が始められているが、現在も州内での取引が一般的で、まだ水問題の解決には至

っていない。 

 

③マレー・ダーリング流域庁（Murray-Darling Basin Authority：MDBA）の取り組み 

マレー・ダーリング流域庁（MDBA）は、マレー・ダーリング流域の気候変動政策、

健全な河川のための支援、賢明な水利用、水供給の保障のための統合的水資源管理を目的

に設置された連邦政府の１機関である。MDBAの歴史は、1914年のマレー川水合意（River 

Murray Waters Agreement）によって 1917年に設置された、ニューサウスウェールズ州、

ビクトリア州、南オーストラリア州からなる水利用調整のためのマレー川委員会（River 

Murray Commission：RMC）にさかのぼることが出来る。RMCは、1960年代以降、著し

く伸びた水使用量に対応して体制を改良している。1985年には関係州の大臣からなるマレ

ー・ダーリング流域大臣評議会（Murray-Darling Basin Ministerial Council）を設置、

1987 年には連邦政府と州政府によるマレー・ダーリング流域委員会（Murray-Darling 

Basin Commission：MDBC）を設置、2008年には組織をより統合的な管理に導くために

水法（Water Act 2007）に基づいてMDBAを設置している。MDBAは、持続性・環境・

水・人口・コミュニティ担当大臣（Minister for Sustainability, Environment, Water, 

Population and Communities）任命の 6名の委員のもとで約 300 人のスタッフによって運

営される。 

MDBAの組織体制は、図 2-8の通りである。持続性・環境・水・人口・コミュニティ担

当大臣は、流域管理計画（Basin Plan）の決定者であり、MDBAの 6名の委員の任命者で
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ある。MDBA は、流域管理計画の策定・実施・モニタリングを行なうとともに、各州に助

言を行なう。連邦政府は、税収から自然資源管理の資金を州の水管理部署や支部に提供で

きる。一方、流域大臣評議会（Ministerial Council）は、6州の大臣で構成され流域管理計

画に従い、各州の資源の効率的かつ持続的利用のための計画や管理の決定を行なう。州は、

土地・水・自然資源の主権を持ち主要な川のダムを建設・保有・管理する。また、州の法

律により水管理の権限は、水利権調整を行う州の省庁が持っている。なお、ビクトリア州

以外は灌漑整備を民営化している。流域当局委員会（Basin Officials Committee）は 6州

の職員からなり、流域大臣評議会に報告を行なうとともに、MDBA に助言と決定を提示す

る。流域市民委員会（Basin Community Committee）は、水の直接の利用者を中心に構成

され、料金などに関する市民目線の発言を行なうとともに、助言を流域大臣評議会に行な

う。自治体は、水供給・水の衛生設備・洪水予防の管理を行なうが、その資金源として州

の支援を得ることが出来る。 

 

 

図 2-8：MDBAの組織体制 

（参照元：http://www.mdba.gov.au/about/governance） 
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図 2-9：Basin Planのスケジュール概要 

（参照元：http://www.mdba.gov.au/basin-plan/next-steps） 

 

MDBA の主な管理機能は、流域管理計画の準備と実施（持続可能な取水限度を設定する

ことを含む）、州政府の水資源計画へのアドバイス、水資源と取引に関する情報収集・調査

研究・情報配信、州政府間の水資源共有のための調整、マレー川の河川工作物の建設と維

持管理、流域全体のモニタリングと評価、啓蒙と市民参加の促進である。流域管理計画は、

原案が 2010年に公表されたが、環境と社会と経済の影響のうち環境を重視しすぎていると

の批判があり、修正作業は難航、2 年の時を経て 2012 年の 11 月にようやく採択された。

流域管理計画には、総取水量の数値制限が明記され、特に地下水の取水量が厳しく定めら

れている。流域管理計画は、環境への優先順位決定、水取引のルール策定など様々な目標

が期日付きで定められている（図 2-9）。流域管理計画は、決定過程に市民の参加を重視し

てきたため、市民の理解が高いと評価されている。実際、流域管理計画は、採択されるま

でに約 19,000 人が参加した 175 回もの会合と、1,2000もの意見書によって、約 300箇所

も変更されている（http://www.mdba.gov.au/）。 

 

④参照資料  

・ Murray-Darling Basin Authority, 2013, Murray-Darling Basin Authority, 

Australian Government（2013年 3月 10 日アクセス）http://www.mdba.gov.au/ 

・ Kemper K, Dinar A, and Blomquist W, 2006, Institutional and Policy Analysis of 

River basin Management Decentralization: The Principle of Managing Water 

- 25 -



 

Resources at the Lowest Appropriate Level-When and why does it (not) work in 

practice?, The World Bank, p.8－11 

・ 片岡八束、サンガム・シュレスタ、2007、「7 章水の有効利用の促進：経済的手法

の適用」、『IGES 白書』、地球環境戦略研究機関、p.152－154 

・ 玉井哲也、2008、「第三章 主要国における食料需給の状況（４）オーストラリア」、

『平成 20 年度 世界の食料需給の中長期的な見通しに関する研究』、農林水産政策

研究所 (2013年 3月 10 日アクセス) 

・ http://www.maff.go.jp/primaff/koho/seika/project/pdf/jukyu-6.pdf  

・ 川村謙一､2008､｢オーストラリアの水取引について｣『水利権の転用や売買等に関する

諸外国の取り組みについて』p.1－7 

http://www.nilim.go.jp/lab/fdg/vw/vw_data/2008/08-2nd/2nd_siryou-5.pdf 

 

（４）特定の河口域での政策（ハンター河口域・沿岸域の管理計画：Hunter Estuary Coastal 

Zone Management Plan：HECZMP） 

①ハンター河口域の基本情報 

 

図 2-10：Hunter Estuaryの周辺図 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.2） 
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ニューサウスウェールズ州の沿岸にあるハンター河口域は、シドニーから北約 110kmに

位置し、ニューキャッスル市（Newcastle City）、ポートステファンズ市（Port Stephens 

City）、マイトランド市（Maitland City）一帯に広がっている（図 2-10）。ハンター河口域

は、ハンター川（Hunter River）、パターソン川（Paterson River）、ウィリアムズ川（Williams 

River）等の支流とフルアートン湾（Fullerton Cove）からなる河口域一帯を指し、集水域

を含めると約 2 万平方 kmにおよび、感潮域が内陸まで約 75kmも伸びている場所もある。

ハンター河口域の湿地帯の一部をなすハンター湿地国立公園（Hunter Wetlands National 

Park）周辺は、1984年と 2002年にラムサール条約に登録されている。 

 

②ハンター河口域の問題点 

ハンター河口域は、ラムサール条約に登録されるなど生物の多様性に富んだ地域である

が、豪雨による洪水、鉄砲水、侵食や農業、工業、都市からの排水や土砂による地下水や

川の汚染、開発などによる渡り鳥を含む動植物の生息地の環境悪化や、先住民、炭鉱業、

港湾業、観光業などの関係者の利害対立によって管理機能の低下が懸念されてきた。 

 

③ハンター河口域での取り組み 

ハンター河口域では、利害の錯綜している問題を解決するために、1997年にハンター沿

岸域河口域管理委員会（Hunter Coast and Estuary Management Committee：HCEMC）

が設置されている。また 2003年には、ハンター河口域の物理・水質・土壌・生態系のプロ

セスと人為的影響の調査が実施され、その調査結果にしたがって市民参加を尊重した形で

ハンター河口域沿岸域管理計画（Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan 2009：

HECZMP）が 2009年に作成されている。 

ニューサウスウェールズ州では、沿岸域保全法（Coastal Protection Act 1979）、集水域

管理法（Catchment Management Act 1989）、河口域管理法（Estuary Management Policy 

1992）、沿岸法（Coastal Policy 1997）などが比較的早い段階から策定されている。更に

2002 年の沿岸域保全法の改正の際は、沿岸の自治体に沿岸域管理計画（Coastal 

Management Plan）を作成することが義務付けられた。 

HECZMPは、こうした政策の流れと地域の関心が合致したことで、2009年 10月に州の

関係省庁と市民の合意を経て導入され、現在、ニューキャッスル市、ポートステファンズ

市、マイトランド市が事業実施の責任を持ち、それぞれの役割に応じた作業が計画に基づ

いて進められている。 

HECZMPは、総合的ビジョン（表 2-4）のもとで、ハンター河口域の現在の自然環境の

状態を維持・改善するということが前提となっている。その前提の下で、優先的に解決す

べき 25の管理目標が定められ、各目標に対応する戦略、費用対効果、実施時期、責任者な

どが明記されている（表 2-5 と表 2-6）。さらに、戦略毎の具体的な主体・予算・資金源・

事業の評価基準・実施時期・対象地域についても記載されている（表 2-7）。 
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表 2-4：ハンター河口域沿岸域管理計画のビジョン（仮訳） 

The community, industry and government working together towards a productive, 

economically viable and ecologically sustainable Hunter estuary, recognizing social, 

cultural and environmental values. 

Hunter estuaryの社会・文化・環境の価値を認識しつつ生産性、経済的に実行可能性、

生態系の持続可能性のために市民・企業・行政と協働して活動していく。 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.12） 

 

表 2-5：優先的に解決すべき管理目標に対応した戦略、費用対効果、期間、責任者など 

（表 2-5～2-6、図 2-11までは関連する内容なので特に分かりやすい戦略３を赤線で表記）

 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.18） 

 

HECZMP は 10 年計画の中で毎年見直しを行い、5 年目には公式な見直しを行い、最新

の研究成果や地域の情勢に合わせて計画を改良することになっている。HECZMPの内容は、

すでに策定されているハンター中流河川集水域行動計画（Hunter Central Rivers 

Catchment Action Plan）、ハンター下流域戦略（Lower Hunter Regional Strategy）、

（Regional Conservation Plan）、市管理計画（Council Management Plan）、ハンター湿

地国立公園管理計画（Hunter Wetlands National Park Plan of Management）に対応する

ことで活動の重複を避けている。HECZMPの構成員は、州政府、自治体、港湾関係者・水

事業者・開発事業者など民間団体、漁業者・大学関係者・サーフィン団体・野鳥観察会な

どの市民であり、それぞれの構成員は、計画を達成するために統合的な事業を役割にあわ

せて実施している（表 2-7）。 
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図 2-11：優先的に解決すべき管理目標に対応した各活動と実施時期 

（表 2-5～2-6、図 2-11までは関連する内容なので特に分かりやすい戦略３を赤線で表記） 

 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.18） 

 

表 2-6：戦略とその優先的に解決すべき管理目標に対応した各活動と実施時期 

（表 2-5～2-6、図 2-11までは関連する内容なので特に分かりやすい戦略３を赤線で表記） 

 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.30） 
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表 2-7：Hunter Estuaryの河口域・沿岸域管理の委員 

（参照元：Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan p.４） 

 

④参照資料 

・ BMT WBM Pty Ltd, 2009, Hunter Estuary Coastal Zone Management Plan, 

Newcastle City Council, Port Stephens Council, Maitland City Council and NSW 

Department of Environment and Climate Change (2013 年 3 月 10 日アクセス) 

http://www.newcastle.nsw.gov.au/__data/assets/pdf_file/0009/87057/HEMP_Adopted

_Final_October_2009.pdf  

・ Newcastle City Council: NCC, 2010, Estuary Management, NCC (2013年 3月 10 日

アクセス)  

http://www.newcastle.nsw.gov.au/environment/coast_and_estuary/estuary_manage

ment 
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第３章 河口域の一体的管理に関わる取組み状況 国内事例 

 

１．椹野川 

【基礎情報】 

椹野川は水源を山口県萩市旭村龍門岳に、河口を山口湾に持つ二級河川である。幹川

流路延長 30.3km、流域面積 322km2、流域人口約 17 万人で、全流程は山口市内を流

れる。河口域に広がる西瀬戸内地域有数の広大な干潟（約 344ha）は、渡り鳥、カブト

ガニなどの貴重な生息地となっており、日本の重要湿地 500 にも選ばれている。また、

支流の一の坂川は、ゲンジボタルの生息地として天然記念物指定を受けるなど豊かな自

然が残されている。 

 

【歴史的背景】 

（１）宇部方式 

山口県の瀬戸内海沿岸域では、戦後復興期に石炭産業が発展し、ばいじん汚染が発生

した。そこで、1949 年に、市議会内に「宇部市降ばい対策委員会」が設置され、国内

で初めての組織的、系統的な大気汚染調査が開始された。1951 年には、「宇部市ばいじ

ん対策委員会」が設置され、「宇部市煤塵対策委員会条例」が制定されている。本委員

会は、市長（委員長）、企業、行政、学者、市議会代表で構成され、科学的調査データ

を基礎とした話し合いによる発生源対策を第一主義とし、自分たちの住んでいる地域社

会の健康は自分たちで守ろうという自治意識に基づく「産・官・学・民」による「宇部

方式」の基礎が誕生した。1965 年には、ばいじん追放に成功し国民安全に寄与したと

して、内閣総理大臣賞が授与され、1997 年には、国連環境計画（UNEP）から「グロ

ーバル 500 賞」も授与されている。宇部方式は、「情報の公開を基礎に、地域の産・官・

学・民の四者が相互信頼、連帯の精神に根ざして、一体となって、自分たちが住んでい

る地域社会の健康は自分たちで守ろうという自治意識のもと、科学的調査データに基づ

く話し合いによる発生源対策を第一主義に、法令や罰則に頼ることなく、むしろそれら

を先取り或いは更に進める形で、公害の未然防止と環境問題の解決を図ろうとする地域

ぐるみの自主的な活動」を基本理念としている。 

 

（２）地域活性化交流会 

2000 年に、上流・下流の森川海の連携で椹野川河口域の海を昔のような海に取り戻

すことを目的とする「地域活性化交流会」が設立された。本交流会は、嘉川漁業協同組

合、椹野川漁業協同組合、山口漁業協同組合、山口中央農業協同組合女性部、山口中央

森林組合、山口市林業振興課、山口市水産振興課により構成され、間伐・植栽、竹炭焼

き、海岸・海中ゴミ清掃、木材魚礁づくり、アマモ学習会、干潟耕耘を主な活動として
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いる。このように、地域活性化交流会の活動を通じて、漁業、農業、林業従事者が交流

を行なっている。 

 

（３）椹野川の源流を守る会 

椹野川上流の仁保地区の源流部において、産業廃棄物処理場の建設計画が持ち上がっ

た。そこで、椹野川の源流一帯を産業廃棄物の処理場から守るため 「椹野川の源流を

守る会」が仁保地区住民等により、2001 年に設立され、産業廃棄物の処理場建設に反

対するために、全国の 1 万人を超す人々から 1,280 万円の浄財が集められた。これによ

り確保された 4ha あまりの土地を山口市へ寄託し、その土地は源流にふさわしい一帯

として公園整備が目指されている。 

 

このように、椹野川流域では、①「宇部方式」と呼ばれる産・官・学・民の 4 者が協

働するしくみが存在していること、②通常、利害関係が対立又は交流がない林業、農業、

水産関係団体が交流していること、③住民運動により産業廃棄物処理場の建設を阻止す

る等、次に述べる「豊かな流域づくり構想」策定につながる歴史的背景が存在する。 

 

【構想策定】 

（１）構想と関連計画の位置付け 

 山口県における河川・流域では、上流森林の水質浄化能力・水保有力の低下、耕作放

棄地の増加、土地利用の変化に伴う農地の地下水かん養機能の低下、一部河川・海域に

おける環境基準未達成、河川や干潟等の生物多様性の低下、漁場の生産性の低下等の問

題が顕在化していた。これらの問題を解決するためには、県のみならず、流域の市町村

や地域住民、事業者、各種団体等が、協働・連携して総合的に問題解決に取組む必要性

が認められ、「やまぐちの豊かな流域づくり構想」が策定されることとなった。 

 山口県では、1962 年に、県の長期計画「山口県勢振興の長期展望」が策定されて以

来、総合的・長期的 な県政が推進されている。1998 年には、新しい運営指針である「や

まぐち未来デザイン 21」が策定され、基本目標に、「きらめく人」、「やすらぎのあるく

らし」、「にぎわいのある地域」、「はつらつとした産業」の 4 つに将来像が定められた。 

「やまぐちの豊かな流域づくり構想」では、上記の 4 つの視点で流域全体の将来像とそ

の達成方策が示されている。また、本構想は、関連する個別の計画、事業等を総合的に

推進するために、それぞれの実施や見直しに際して共通の方向性を示すものとなってい

る。「やまぐち未来デザイン 21」の他に、県の関連計画としては、「山口県環境基本計

画」（1998 年策定）、「やまぐちの川ビジョン」（2001 年策定）、「水産山口チャレンジ計

画」（2000 年策定）、「山口県県民活動促進基本計画（2003 年策定）、「里山文化構想」

（1997 年）、「山口ゼロミッションプラン」（2001 年策定）、「山口県汚水処理施設整備

構造」（1998 年策定）、「山口県海岸保全基本計画」（2003 年）、「食と緑のプラン 21」（2001
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年策定）、等があげられる。他に、市町や椹野川関連計画との位置付けが示されている。 

 

（２）やまぐちの豊かな流域づくり構想 

2003 年に策定された「やまぐちの豊かな流域づくり構想」の基本理念は、「もり・か

わ・うみを育むふるさとの流域づくり」であり、ふるさとの川でつながる『循環共生型

社会』が目指されている。また、豊かな流域づくりは、「地域づくり」の視点、「くらし

づくり」の視点、「産業づくり」の視点、「人づくり」の視点で取組まれることとし、流

域全体、上流域、中流域、下流域において、合計 13 の取組みが推進されている。 

 

【協議会設置】 

（１）設置の経緯、構成メンバー、基本的な考え方、ゾーニング 

椹野川河口干潟では、干潟の減少、漁獲量・アサリ等の減少、アマモ場面積の減少、

干潟の泥質化、カキ礁の形成・カキ殻の堆積等、河川流量の減少、生活排水対策の遅れ、

干拓・埋立等による生態系サービスの劣化、河川・山口湾における水質の変化等、椹野

川流域環境の改変・改質が生じている。そこで、豊かな流域づくりの一環として、椹野

川河口干潟等の再生の取組みを今後さらに効果的に進めるには、自然再生推進法による

枠組みを活用することが有効と考えられ、地域住民（個人と団体）、学識者、地方公共

団体、関係行政機関等で構成する「椹野川河口域・干潟再生協議会」が 2004 年に設立

された。本協議会は、「やまぐちの豊かな流域づくり構想」及び「自然再生基本方針」

を踏まえて、①椹野川河口域、干潟及び山口湾の生物多様性の確保、②流域の多様な主

体の参画と産官学民の協働・連携、③科学的知見に基づく順応的取組みの 3 つの視点を

基本として、椹野川河口干潟等の再生の方向性として、里海の再生が目指されている。 

また、干潟の自然・社会的特性に応じて干潟は、①豊かな泥干潟区域、②豊かな砂干

潟区域、③カブトガニ産卵場保全区域、④豊かなアマモ場・浅場区域、⑤豊かな泥浜・

レク干潟区域、⑥豊かな後浜区域、⑦現状干潟の観察・維持区域の 7 つエリアにゾーニ

ンされ、ゾーニング毎に自然再生の目標・取組みが策定され、さらに役割分担・作業内

容が設定されている。 

  

（２）具体的取組み 

椹野川河口域・干潟再生協議会のもと、１）泥干潟ワーキング・グループ（以下、

WG）、２）砂干潟 WG、３）カブトガニ WG、４）アマモ WG、５）浅場 WG、６）

泥浜・レク干潟 WG、７）後浜WG、８）観察WG、９）調査研究・モニタリング WG、

⑩環境学習・普及啓発 WG、１１）ネットワーク・地域づくり WG の合計 11 の WG が

設置され、それぞれ自然再生の目標、事務局、活動内容が定められている。 

１）干潟耕耘 

 干潟耕耘作業とは、上述した WG のうち、砂干潟 WG の活動の一つであり、「豊かな
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砂干潟区域」の南潟で実施されている干潟再生活動である。南潟では、硬質化・無機化

した干潟の改善を行い、アサリ等の二枚貝等、砂浜生物の生活環境の再生・改善するこ

とが目指されている。山口湾でのアサリ漁獲量は、1975 年で 653 トンであったが、1991

年以降は、0〜5 トンと壊滅状態にある。そこで、2005 年に、漁業協同組合や森林組合

等の関係者、学識経験者、行政関係者、一般参加者が連携して、人力による干潟耕耘作

業が開始された。開始年度の 2005年春の耕耘作業には 170人の地域住民が参加したが、

昨年 2012 年には過去最高の 228 人が参加し、0.4ha の干潟が耕された。他に、ナルト

ビエイやクロダイからアサリ稚貝を保護するため、2007 年以降、被覆網が設置されて

おり、また、2006 年と 2011 年には、椹野川上流域で伐採された竹約 2,500本を使用し

た竹柵が設置されている。その結果、2009 年には約 20 年ぶりに、511.6kg のアサリが

収穫され、2010年にも 251.3kgのアサリが収穫されている。 

 2009 年には、山口県水産振興課の藻場・干潟保全活動支援事業として「山口湾の干

潟を守る会」が、干潟の保全活動を行う組織として設立された。これは、山口県漁業協

同組合山口きらら支所と椹野川漁業協同組合という、海面と内水面漁協の協働により、

干潟耕耘作業、被覆網の交換・管理、アサリ間引き作業等のアサリ管理と、刺網による

捕獲・駆除等のナルトビエイ駆除が行われている。 

 

【先進的な一体的管理の取組み】 

椹野川河口域・干潟において、全体構想の策定、協議会の設置、一体的管理のための

システムが継続的に運営されている等、先進的な取組みが実施されている。これは、１）

椹野川が二級河川であり県主体で管理がしやすいこと、２）流程が短いこと、３）市町

村合併前に県林務水産課があり流域圏が一つの課で管理されていたこと、４）漁協組合

長、農協組合長が協力的であったこと、５）宇部方式と呼ばれる産官学民が一体となり

問題解決に対する方法や、既に活動していた地域団体が存在していたこと、が成功要因

として挙げられる。また、干潟耕耘において、毎年地域住民がボランティアに参加して

いるが、これは、①約 20 年ぶりに漁獲可能なアサリが確認され、成果を確認できたこ

と、②干潟耕耘作業参加者にあさり汁を振る舞うなど、成果を還元していること、③干

潟耕耘作業が、漁業者が恩恵を受けるための事業活動だけではなく、地域住民との交流

活動として位置づけられていること、④毎年の干潟耕耘作業の内容がマンネリ化しない

ように工夫されている等、地域住民にとっても、漁業者にとってもメリットを得られる

WIN-WIN関係が構築されているといえる。 

これまで日本の沿岸域の大部分は、沿岸漁業者により利用・保全されてきた。言い換

えれば、沿岸漁業者が沿岸域を管理する役割を大きく担ってきたが、今後、沿岸漁業者・

沿岸漁村の過疎化・高齢化が進行し、また、レジャー等多分野との競合により、もはや

沿岸漁業者だけでは沿岸域管理の役割は担えない。漁業・漁村の存続や、海面利用調整

等、日本の沿岸漁業が抱える諸問題の解決に向けて、これまでの漁業・水産政策の枠組

- 34 -



みの中だけではなく、沿岸域総合的管理、つまり、海洋政策という大きな枠組みに漁業・

水産政策を位置付けて、問題解決を図るとともに実利を得るしくみづくりが必要となる

のではないだろうか。山口県では、県が主体となり「やまぐちの豊かな流域づくり構想」

という大きな枠組みの下、地域住民を交えた関係者による椹野川河口域・干潟の一体的

管理が実施されている先進的な事例といえる。 

 

【今後の課題】 

 今後の課題として、①継続的な事業費の確保、②ボランティア活動等では大きな改

善・再生が図れない、③多様な主体の参画による協働・連携の継続・維持等があげられ

る。地方公共団体の事業費の確保は困難であり、解決策として、縦割り行政の弊害をな

くし、関係事業との調整により一挙両得型の事業の実施や、事業費がほとんどかからな

いボランティア活動等の取組みの展開、外部資金の導入が課題となる。また、干潟・浅

場でのボランティア活動には限界があることから、漁業等の事業活動での改善・再生手

法を検討する必要がある。さらに、イベント内容の工夫により、多くの人々の参加を促

すことが課題である。取組み成果が現れなければ、参加者の減少・固定化につながるこ

とから、小さくても成果を出せる取組みを継続させることや、情報発信により多様な主

体の参加を促進させることが必要である。 

 

参考資料 

・山口県（2003）：やまぐちの豊かな流域づくり構想（椹野川モデル） 

・椹野川河口域・干潟自然再生協議会（2005）：椹野川河口域・干潟自然再生全体構想 

・平成 24 年度第 3 回河口域の一体的管理委員会発表資料（山口湾の干潟を守る会 原田義

幸氏） 

 ・平成 24 年度第 3 回河口域の一体的管理委員会発表資料（山口県環境保健センター 角

野浩二氏） 

・宇部市 HP

（http://www.city.ube.yamaguchi.jp/machizukuri/kankyouhozen/kankyoukyouseitoshi/u

behoushiki.html） 
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平成24年度第3回河口域の一体的な管理に関する調査研究委
員会発表資料（山口県環境保健センター角野浩二氏）

1

椹野川における自然再生等の
取組について

二級河川（24の支流）

幹川流路延長30.3km

椹野川流域について

美祢市

萩市

旧阿東町

流域面積 322.4km２

干潟面積 約350ha

日本の重要湿地500

カブトガニの生息地

渡り鳥等のクロスロード

小郡総合支所

阿知須総合支所

秋穂総合支所

山口湾

流域構想策定の検討経緯

椹野川流域活性化交流
会 （H11年～）

椹野川の源流を守る会

（H13年2月～）

椹野川流域地域通貨検
討協議会(H14年8月～）

山口漁協組合長が森林
組合等との連携を提案

産廃処分場可能性用地の
購入募金活動を実施し、
山口市に指定寄付

流域づくりに繋がる一手
法として地域通貨の可能
性を検討開始

(1) 住民団体等の取組

(2) 行政の取組
山口市林務水産課 山口県

H12年度、活性化交流会事務局として、
森川海の取組のサポート

部局連携による森川海の検討
→H14年度予算化

(3) 産学公の取組
H14年6月 「やまぐちの豊かな流域づくり推進委員会」の設置
・流域構想の検討 → 「豊かな流域づくりとは何か」という議論からスタート
・アンケート調査等の結果を踏まえ、推進委員会での検討・協議

H15年1月 「自然再生推進法」の施行
3月 「やまぐちの豊かな流域づくり構想（椹野川モデル）」の策定 → 推進

やまぐちの豊かな流域づくり構想(椹野川モデル)
やまぐちの豊かな流域づくり推進委員会

行　政

県・関係市町 事業者・
関係団体

大学・

研究機関

協働・連携

住民・ＮＰＯ

６つの循環共生プロジェクト

⑥流域連携

基本理念：もり・かわ・うみを育むふるさとの流域づくり

人と水 豊かなつながりを後世に①清流(水質）保全

○上流森林の水質
浄化能力、水保
水力の低下

○耕作放棄地の増
加、農地地下水
涵養機能の低下

○河川・海域での
環境基準の 部

椹野川流域における循環共生型社会のモデル形成

②生態系保全

③健全な水循環

⑥流域連携

⑤地産・地消、活性化

④川との関わり

人と水、豊かなつながりを後世に

　①椹野川水系の清流保全対策の推進
　②源流の森づくり（保全・利活用）
  ③自然豊かな川づくり
  ④山口湾の干潟・藻場の再生
  ⑤森林の適正な管理・保全と創造
  ⑥安全で安心できる川づくり
  ⑦地域の人に愛され親しまれる川づくり

 

　⑧農林産物の地産・地消の促進
  ⑨循環型農林業の促進・食の循環の推進
  ⑩魅力ある観光地づくりの推進
  ⑪環境学習・環境教育の推進
  ⑫地域通貨の導入・流通
  ⑬流域全体の連携と交流拠点の整備

１３の主な取組み

①清流(水質）保全環境基準の一部
未達成

○河川や干潟等の
生物多様性低下

○漁場生産力低下

⇒協働・連携による
流域づくりの必要
性

平成15年3月策定

椹野川河口域・干潟の変化

昭和 6 年 ： 
昭和 26 年： 

昭和 34 年： 
昭和 42 年： 

昭和 45 年： 

昭和 46 年： 
注）上記年代は地

図の発行年であり

埋立年とは一致し
ない 

昭和初期から
約500haを埋立

昭和６年
昭和２６年
昭和３４年
昭和４２年
昭和４５年
昭和４６年

干潟の減少

現在：約350ha
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平成24年度第3回河口域の一体的な管理に関する調査研究委
員会発表資料（山口県環境保健センター角野浩二氏）

2

漁獲量の減少

500

1,000

1,500

2,000

2,500 漁獲量：山口市＋阿知須町（ｔ/年)
その他
潜水器

採 貝
小型定置網
刺 網

小底３種
小底２種

0

200

400

600

800

S47 S50 S53 S56 S59 S62 H2 H5 H8 H11

山口湾採貝（アサリ等）の推移（ｔ/年）

阿知須町

山口市

0
S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H01 H03 H05 H07 H09 H11 H13

1,000個／㎡以上

アサリ等の減少
千見折川

相原

今津川 南若川

深溝

唐樋
幸崎

0

0

0
0

0

0

0
0

0
4 0

0
4 0

0
0

アサリ分布（昭和51年8月)

幸崎

土路石川

きらら浜
自然観察公園

黒潟南

井関川

長
浜

岩
屋

新地

0

0
0

0 24

0

0

0

4

0

平成15年

アマモ場面積の減少

720

1089

885
808

675
600

800

1,000

1,200

積
（

h
a
)

山口湾

山口県瀬戸内

阿
知
須
干
拓

椹
野
川

山口湾

長
浜

月崎

土路石川

今津川

南若川

岩
屋
の
鼻

5m等深線

幸崎

720ha

1950年代

450

188

30 0
91

32

153

486

0

200

400

600

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

ア
マ
モ

面
積

椹
野
川

南若川

今津川

凡例

：アマモ

５ｍ等深線

土呂石川

長
浜

岩
屋
の
鼻

幸崎

阿

知

須

干

拓

1980年代

30ha

720ha

相原

津川 南若川

深溝

唐樋
幸崎

4

62
89

40

84

89
79

32
30 82

85
47

49

75
52

97

凡  例 
   ：１０％以下 
   ：１０～２０％未満

   ：２０～３０％未満
   ：３０～４０％未満
   ：４０～５０未満 
   ：５０％以上

干潟の泥質化

10～20%

中潟

路石川

きらら浜
自然観察公園

黒潟南

井関川

長
浜

岩
屋

新地

33

19

21

29
85

87

12 18

34

11

98

91

52

5

92

91

48

50%＞

H15

新地潟
南潟

カキ礁の形成・カキ殻の堆積

相原

溝

0.8

0. 2

14 6
0. 51 9 .4 4 .4

赤域：被度40%以上
青域：点在域

深溝

唐樋
幸崎

6.4

6.0

14 .6

7. 3

0 .1

0.1

8 .0

2.7

1. 6
1. 2

2 .2

0. 9

0 . 3

9. 3

0. 6

0. 7

椹野川流域（周辺環境）の変化

海の変化

陸の変化（森、川、人）

森

土地利用

生活排水
処理形態

河川流量

ダム(治水)

人口

土地利用

地下水

取水(利水)

圃場整備

汚濁負荷土地開発
農 薬

ダム(治水)
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平成24年度第3回河口域の一体的な管理に関する調査研究委
員会発表資料（山口県環境保健センター角野浩二氏）

3

15,000

20,000

25,000

然
林

、
人

工
林

（
h
a)

300

400

500

そ
の

他
(h

a)

森林面積 天然林 人工林 竹 その他

森林の減少
天然林の減少

竹林の増加

森林面積の変遷

荒廃してきている森林

地表に何も生えていないスギ林

0

5,000

10,000

S47 S52 S57 S62 H04 H09 H14

総
面

積
、

天
然

0

100

200 竹
、

人工林の増加

◆手入れの行き届かない森林増加
⇒保水能力の低下、表土・微細粒子の流出

など

倒伏と同時に地山が崩れた状況

モウソウチクの進入したヒノキ林

5,000

6,000

7,000

8,000

積
（
ｈ

ａ
）

秋穂町

阿知須町

小郡町

山口市

１９６８年

中流域の土地利用状況の変化
＜水稲作付面積の変遷＞

◆水田での貯水効果（沈砂効果）の減少
◆圃場整備による田圃水の河川への直接流出

0

1,000

2,000

3,000

4,000

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12

水
稲

作
付

面
積

２００２年

河川流量の変化

15

20

25

30

/
s)

、
降

水
量

(1
0
c
m

)

降水量(10cm)

豊水流量

平水流量

0

5

10

S63 H01 H02 H03 H04 H05 H06 H07 H08 H09 H10 H11 H12 H13

流
量

(m
3
/

◆ダムの建設：一の坂ダム（S58)、荒谷ダム(H1)
⇒河川流の平滑化（治水）

◆取水量の増大 ⇒河川流量の減少

椹野川流域生活排水処理人口の推移

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

その他

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

年度

千
人

その他

合併

下水道

干拓・埋立等の実施

相原

今津川 南若川

深溝

唐樋
幸崎

5.6

58.4

11.9

14.4

33.5
7.23.8

7.2
1.0

0.7

0 1

0.1

0.1

0.2

0.2

170ha埋立(S2)

60ha埋立(S44)

◆生物生息場の減少
◆物質循環機能の低下

黒潟南

土路石川

きらら浜
自然観察公園

井関川

長
浜

岩

屋

新地
52.2

18.9

6.5

20.9

47.1

51.8

1.8

0.3

0.1 60ha埋立(S44)

280ha干拓
(S39)

⇒生態系サービスの劣化

山口湾の水質変化
○椹野川の水質と負荷

区 分 1983年度 2011年度 備 考

ＢＯＤ 2mg/L程度 1mg/L程度 環境基準達成

ＢＯＤ負荷量 4ｔ/日強 2ｔ/日 ２／３生活系

○山口湾の水質と負荷

ＣＯＤ 1.5mg/l程度 2.2mg/l程度 環境基準未達成

COD負荷量
1984年度

5t/日程度

2004年度

3t/日程度
２／３生活系

T-N（湾奥部） 0.2mg/L程度 0.22mg/L程度 負荷量横ばい

T-P（湾奥部） 0.04mg/L 0.037mg/L 負荷量横ばい

「周防灘の浅海定線データ」

○DINは減少、DIPは横這い
DIN（無機溶存態窒素）は1973年から1983年の9μMから4μM以下に減少
DIP（無機溶存態リン)はさほど変化がない 、DIN／DIPは16から10に低下

○水温は30年間に1℃上昇
冬場は上昇するが、夏場はむしろ低下気味。黒潮の流入量の影響か。
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平成24年度第3回河口域の一体的な管理に関する調査研究委
員会発表資料（山口県環境保健センター角野浩二氏）

4

20

25 厚狭川 (渡場橋)

木屋川 (豊厚橋)

南若川 (新栄橋）

椹野川 (百間橋)

水質の変化＜河川の濁り＞

0

5

10

15

S47 S49 S51 S53 S55 S57 S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14

S
S
(m

g/
l)

椹野川 (百間橋)

山口湾の変化のシナリオ

社会的な要因

・天然林の減少（竹林・人工林の増加）
・土地利用の変化（宅地開発・圃場整備・水田耕作面積減少）
・利水量の増加（上水道の増加）
・下水道の整備
・ダム建設（昭和58年、平成元年）
・干拓干拓
・地球規模の気候変動等

河川の変化 干潟の変化 海域の変化

•河川流量減少
•汚濁負荷量減少
•SSの増加
•土砂の細粒化

無機質鉱物粒子

•底質の泥質化
•無機質化
（有機物の減少）
•干潟生物（二枚貝,ア
マモなど）の減少

• 海域の栄養塩、クロロ
フィル濃度減少

• 冬期水温上昇
（温暖化？）

椹野川河口域・干潟自然再生協議会について

椹野川河口干潟の再生に向けて

• 流域づくり構想の策定（Ｈ１５年３月）

(再生に向けた取組を効果的に進めるために)

自然再生推進法による枠組みを活用すること• 自然再生推進法による枠組みを活用すること
が有効と判断

• 自然再生協議会の設立（平成１６年８月）

→産学官民の連携・協働による取組を推進

椹野川河口域･干潟自然再生協議会の構成メンバー

区 分 機関名等 人数

学識者 山口大学、水産大学校、県水産研究センター、県環境
保健センター

８

個人（公募） 地域住民、主婦、学生等 １６

団体（公募） 椹野川流域活性化交流会 、椹野川の源流を守る会、
椹野川流域地域通貨・連携促進検討協議会、秋穂二島

１８
自治会、関係４漁協、日本野鳥の会山口県支部、山口
カブトガニ研究懇話会等

地方公共団体 山口県関係５課、関係４出先機関、

関係１市
１１

関係行政機関 環境省山陽四国地区自然保護事務所、

国土交通省中国地方整備局宇部港湾事務所、

水産庁瀬戸内海漁業調整事務所、

農林水産省中国四国農政局整備部

４

計 ５７

■自然再生の３つの視点
①椹野川河口干潟等の生物多様性の確保
②多様な主体の参画と産学官民の協働・連携
③科学的知見に基づく順応的取組

■目指す姿
人が適度な働きかけを継続することで、
自然からのあらゆる恵みを持続的に享受できる場、いわゆる『里海』の再生

自然再生全体構想の概要＜基本的な考え方＞

■再生の方法
・「やれることからやっていく」
・悪化した原因やメカニズムを科学的に探求しながら順応的に再生

・人と生き物との共存
・生活・なりわいの維持
・豊かな資源
・恵みの享受

目標：里海の再生
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平成24年度第3回河口域の一体的な管理に関する調査研究委
員会発表資料（山口県環境保健センター角野浩二氏）

5

今津川

深溝

相原

南若川

幸崎 長
沢
川

中潟

ゾーン毎に役割分担・作業内容を設定

ゾーン毎に自然再生の目標・取組を策定

干潟の自然・社会的特性に応じたゾーニ
ング

自然再生全体構想の概要＜ゾーニング＞

岩
屋

井関川

長
浜

土路石川

新地潟 南潟

：豊かな泥干潟の区域

：豊かな砂干潟の区域

：カブトガニ産卵場保全区域

：豊かなアマモ場・浅場

：豊かな泥浜・レク干潟

：豊かな後浜（背後地）の区域

：現状干潟の観察・維持区域

ゾ ン毎に役割分担・作業内容を設定

干潟再生等に係る具体的取組

泥干潟再生泥干潟再生

砂干潟再生

アマモ場再生

事業場所 
豊かな泥干潟の再生 

中潟のカキ殻高密度分布域 

事業方法 カキ殻粉砕耕耘工法 
耕耘混合砂工法 

（スラリーBOX覆砂工法） 

事業内容 
上層（20～60cm厚）にあるカキ殻を粉砕しなが
ら、上層と下層の土砂を置き換える。また、施
工域の一部に砂や砕石を覆砂する。 

干潟（カキ殻を含む）を耕耘、攪拌しながら、上
層と下層の土砂を混合させる。また、施工域の一
部では、砂や砕石を20%の混合比で混入する。 

事業効果 
カキ殻分布による水域利用障害の改善及び砂
浜生物などの多様性の向上を図る。 

カキ殻と下層土及び砂や砕石との混合により底
質改善を行い、生物多様性の向上を図る。 

施工面積 
カキ殻粉砕：0.56ha（140×40m） 
（内、覆砂・砕石：0.14ha） 

耕耘工：0.56ha（140×40m） 
（内、混合砂・砕石：0.14ha） 

泥干潟再生（平成17年度拡大実証試験）

＜カキ殻粉砕耕耘工法＞ ＜耕耘混合砂工法＞

耕耘混合砂工法（東工区）

カキ殻粉砕工法（西工区）

140ｍ 
40ｍ 

5,600ｍ２ 

5,600ｍ２ 

140ｍ 

40ｍ 

カキ殻粉砕工法（西工区）

耕耘混合砂工法

（東工区）

試験実施前

試験実施後

干見折川 

相原 
今津川 

 

南 潟

■南潟は『豊かな砂干潟』を再生するゾー

ンです。カブトガニの生息場に配慮しながら、

硬質化・無機化した干潟の改善を行い、二

枚貝等の砂浜生物の生息環境の再生 改

砂干潟の再生

[自然再生ゾーニング]

中潟 

新地潟 

南潟 

南若川 

幸崎 

深溝 

長
沢
川

長
浜

岩
屋

井関川 

土路石川 

ここに示すゾーニングはイメージであって、具体的な検討はそ

れぞれの事業主体において、行われるものである。

枚貝等の砂浜生物の生息環境の再生・改

善することを目標としています。

■平成17年度から

住民参加型の実証試

験を開始しています。

干潟再生活動 ＜干潟耕耘＞

やま耕耘区

地域住民の方、100人～200人による人力作業
スコップ、鍬を使い干潟を耕耘する
平成17年から毎年実施

90
m

50
m

耕耘区

うね耕耘区
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6

平成18年、平成23年に設置
ナルトビエイが入られない区画
流れの抑制
椹野川上流で伐採した竹を使用
竹の本数約２５００本

干潟再生活動 ＜竹柵、被覆網の設置＞

竹柵

平成19年に設置（以降随時増設）
アサリ稚貝の保護
アサリは移植しない

被覆網

２０年ぶりのアサリ

アサリの漁獲（３ｃｍ以上）
・21年度（4～8月）５１１．６ｋｇ
・22年度（4～8月）２５１．３ｋｇ

生物観察会の実施

＜目標＞

環境悪化に伴いアマモは激減した。この
ため、健全で濃密なアマモが繁茂してい
た1950年代のアマモ場の復元を目指す。

阿
知

須
干
拓

椹
野
川

長
浜

土路石川

今津川

南若川

幸崎

1950年代

アマモ場再生の取り組み

＜再生概要＞
2002～05年度 アマモ場造成実証試験を実施。

2004～ 地域住民との協働によるアマモ場

造成を開始

2005 実証試験の知見により、「山口県

アマモ場造成指針」を策定

2006～08 アマモ場造成を実施

山口湾

浜

月崎

岩
屋
の
鼻

5m等深線

アマモ花枝採取 花枝の追熟

アマモ場再生の取り組み

アマモ種子

コロイダルシリカ播種準備 アマモパックの播種準備シートによる播種準備

山 湾 繁茂状況

アマモ場再生の取り組み

山口湾のアマモ繁茂状況
（H19.06.01上空より撮影）

干潮時に出現するアマモ生長したアマモ
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7

カブトガニ幼生生息状況調査

• 平成１８年から毎年実施

• ラインセンサス調査（ベルトトランセクト法）

• 調査参加者 延べ３１２人（ボランティア）

地域の自然環境の大切さを学習する環境教育
個体数の増減を監視

干潟再生に係る取組の成果

（モニタリング結果）（モニタリング結果）

調査の実施状況 ＜砂干潟（南潟）＞

耕耘区
うね

21-1

北（岸側）

南（海側）

東西

H23年まで
の耕耘区

うね

対照区

24-1

24-6

19-2

23-34

24-3 24-724-2

５０ｍ

５０ｍ

被網区

詳細調査（4回／年）

1mmふるいによる底生生物調査、底質調査

4地点：対照区、耕耘区、竹柵区、被網区

水質調査：1地点

二枚貝類調査（6回／年）

5mmふるいによる二枚貝類調査

15地点：対照区、耕耘区、新耕耘区やま、新耕耘区うね、

竹柵区、被網区10地点

二枚貝類調査（現地で分類）竹柵区

新耕耘区
うね

新耕耘区
やま

５０ｍ

５０ｍ

24-4 24-5 平成２４年度の調査内容

耕耘による改善効果

5

10

15

20

25

30

35

貫
入

抵
抗

値
(m

m
)

うね耕耘区
対照区(西)
対照区(北)

秋季耕耘後春季耕耘後

硬い

耕耘により地盤硬度の改善
が図られている。
今後、手堀などの採貝活動
が広範になれば、耕耘作業
は目的達成か？

硬さ

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2

温
度

℃

耕耘区

非耕耘区

0

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
軟らかい

2012年

泥温のピークは耕耘区が非
耕耘区に比べ低く抑えられ
ている。
殻長0.9～2.3mmの稚貝は35～
36℃付近で致死的影響を受け
るとされる。

泥温

被覆網による食害防止などの効果

0

500

1000

1500

2000

2500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

ア
サ

リ
個

体
数

(個
/
㎡

)

うね耕耘区魚網 うね耕耘区網 竹柵区(太竹)

全体

被網区

アサリ個体数

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

ア
サ

リ
個

体
数

(個
/
㎡

)

うね耕耘区魚網 うね耕耘区網 竹柵区(太竹)

30mm以上

被網区

アサリ個体数
殻長30mm以上

うね耕耘区魚網 うね耕耘区網 竹柵区(太竹)
対照区(西) 対照区(西)網 対照区(北)
対照区(北)魚網 うね耕耘区

うね耕耘区魚網 うね耕耘区網 竹柵区(太竹)
対照区(西) 対照区(西)網 対照区(北)
対照区(北)魚網 うね耕耘区

0 500 1000
10月

0 500 1000
12月

0 500 1000

０～

４～

８～

１２～

１６～

２０～

２４～

２８～

３２～

３６～

殻長mm

H19年7月
0 500 1000

7月
0 500 1000

10月
0 500 1000

12月
㎡0 500 1000

H20年4月

アサリ殻長

○ﾅﾙﾄﾋﾞｴｲなどの食害防止効果 ○着底稚貝の集積効果 ○波浪などによる逸散防止効果

 

20

30

40

50

60

70

80

90

100

生
残

率
(%

)

生残率 大型アサリ

網なし

9mm網

15mm網

  

 

40

60

80

100

120

140

160

ア
サ

リ
個

体
数

(個
/0

.0
9㎡

)

新規加入 大型アサリ区

網なし

9mm網

15mm網

  

被覆網管理手法の検討 アサリ放流試験

生残率 新規加入個体数（稚貝集積）

0

10

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

6月～翌1月までは、
被覆網設置区で生
残率が高い。

2月は被覆網の
有無に関係なく
生残率が高い。

0

20

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

6月～9月は、天然稚
貝の集積が多い。特
に、9㎜目合が多い。

10月～翌2月まで
は、天然稚貝の集
積はみられない。

9mm目合いの被覆網は稚貝集積効果が高い。
網の交換は生残率の差がなく、稚貝のみられない２月がよい。
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8

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

アサリの肥満度と餌料環境

４，５月の肥満度は
東京湾と比べるとや
や低め

アサリ肥満度（南潟）

10.0
9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

水質調査結果

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

夏季 秋季 冬季 春季

μg
/L

クロロフィル-a（南潟直上水）

東京湾と比べると
1/10のレベル

100

1,000

10,000

量
（
ｇ
/
㎡

）

底生生物の出現状況

活動開始後

1

10

0 5 10 15 20 25 30 35

平均出現種数

平
均

湿
重

量

他干潟
2003.06

2008.04

2008.07

南潟での底生生物の出現状況（量、種）が増加
特に、被覆網による二枚貝の成育により重量が増加した

活動開始前

調査の実施状況 ＜泥干潟（中潟）＞

 

詳細調査（4回／年）

1mmふるいによる底生生物調査、底質調査

5地点：対照区、カキ殻粉砕工法覆砕石、カキ殻粉砕工法覆砂、

耕耘混合砂工法砕石混合、耕耘混合砂工法砂混合

二枚貝類調査（4回／年）

5mmふるいによる二枚貝類調査

7地点：対照区、カキ殻粉砕工法覆砕石、同左+被覆網、カキ殻粉

砕工法覆砂、同左+被覆網、耕耘混合砂工法砕石混合、

耕耘混合砂工法砂混合

 

西工区
（カキ殻粉砕）

東工区
（耕耘混合砂）

耕耘混合砂工法砂混合

底生生物の門別種類数

生物多様性の増加に繋がる効果

凡 例

その他

節足動物

環形動物

軟体動物

0

200

400

600

800

1000

1200

ア
サ

リ
個

体
数

（
個
/㎡

） 4月

7月

10月

12月

アサリの出現状況
個体数

30mm以上
が400個/㎡

泥に覆われて
殆ど未確認

20

30

数
（
個

/
0
.0

9
㎡

）

10月

Ｎ＝87個
Ｚ＝25.3mm

0

10

20

30

殻長（㎜）

個
体

数
（
個

/
0
.0

9
㎡

）

7月

Ｎ＝124個
Ｚ＝16.1mm

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38

殻長

0

対
照

区

覆
砕

石

覆
砕

石

被
網

区

覆
砂

覆
砂

被
網

区

砕
石

混
合

砂
混

合

西工区

カキ殻粉砕

東工区

耕耘混合

①カキ殻粉砕工（カキ殻粉砕、地盤高調整）
②砕石覆砂（2.5～5mm砕石）
③被覆網（食害防止、稚貝集積作用）
によりアサリ生息場が整備

0

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38

殻長（㎜）

個
体

数

0

10

20

30

殻長（㎜）

個
体

数
（
個

/
0
.0

9
㎡

）

12月

Ｎ＝76個
Ｚ＝28.0mm

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38

スタートライン

スタートライン

A

南潟
A
200m

200m
200m

200m
210m

220m

B

D
C

E

約2.4ha

５ライン ２０ライン

ベルトトランセクト調査
あらかじめ設定した
センサスルート上を
歩いて、一定の範囲
内に出現するカブト
ガニ幼生の個体数を
計数する。
この際、前体幅も記

カブトガニ幼生生息調査

D

E

長浜

C

B

F

200m

200m

200m

200m

220m

160m

旗

約3.6ha
録する。

調査範囲
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9

カブトガニ幼生密度と前体幅

50

100

150

200

250

300

個
体

密
度

(個
/h
a)

0
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

0

20

40

60

80

100

120

8 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60 64 68 72 76 80 84 88 92 96

個
体

数

体幅(mm)

2012年
4齢

5齢

6齢

7齢

椹
野
川

幸崎

山口市阿知須町

土路石川
周防大橋

椹野川

山口市

今津川

阿知須町

南若川

幸崎

土路石川

幸崎干拓地

2002年

（32ha）

2008年

（142ha）

2005年

（153ha）

アマモ場再生事業＜アマモ場面積の変化＞

阿
知
須
干
拓

山口湾

長
浜

岩
屋
の
鼻

秋
穂
湾

垂瀬

き
ら
ら
浜

井関川

月崎
0

2

2

2

2

5

5

5

5

0

0

0

0

5

5

10

10

10

2

2

岩
屋
の
鼻

井関川

月崎

長
浜

秋穂湾

1000m0

凡　　例

：アマモ密生

：アマモ疎生・点在

：コアマモ疎生・点在

きらら浜

臼石

垂
瀬

平瀬

山口湾

阿知須干拓地

凡例

：アマモ密生
：アマモ疎生・点生
：コアマモ疎生・点生

南潟・長浜地先は1950年当時にほぼ復活している。

河口域・干潟再生に係る

その他の活動

山口湾の生物資源回復に関する研究会

• 平成21年度、10回のワークショップを開催

• 「トヨタ環境活動助成プログラム」
研究テーマ
・漁業の推移と現状

・藻場・干潟の再生（椹野川フォーラム）藻場 干潟 再 （椹野川 ォ ラ ）

・椹野川での取組の報告

・里山・里海現場からの報告

・化学物質の影響など

・地球スケールから見た山口湾

・濁りの問題を考える

・水質および基礎生産量の変化

・改善対策他

・総合シンポジウム

ニュースレター等の発行

 

干潟
ひ が た

の役割
やくわり

と生
い

きものたち
 

～椹
ふし

野川
の が わ

河口
か こ う

干潟
ひ が た

（ 南 潟
みなみがた

）で 

干潟
ひ が た

の役割
やくわり

と生
い

きものを知
し

ろう！～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アサリ カブトガニ 

ハクセンシオマネキ テッポウエビ 

課題 理由 解決方策（案）

活動の継続費用
の確保

三位一体改革等
により、地方公共
団体の事業費の
確保が困難

・行政間縦割りをなくし、関係事業との調整
により、一挙両得型の事業を実施

・事業費の殆どかからないボランティア活動
等の取組を展開

・外部資金の導入

自然再生を継続するための課題・解決方策等

ボランティア活動
等では大きな改
善・再生が図れな
い

干潟・浅場での、
人力作業には限
界がある

（活動規模縮小）

・漁業等の事業活動での改善・再生手法の
検討

・イベント等により、多くの人々の参加を促
進

多様な主体の参
画による協働・連
携の継続・維持

取組の成果が現
れなければ、参
加者の減少・固
定化に繋がる

・小さくても、成果を出せる取組の継続が重
要

・情報発信により多様な主体の参加を促進
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1

山口湾の干潟を守る会の取り組み

山口湾の干潟を守る会

原 田 義 幸

椹野川

周防灘

山口市

山口湾

地域の概要

カイガラアマノリ

山口湾

南潟（保全活動実施場所）

カブトガニ

野鳥（渡り鳥） アマモ

山口県漁業協同組合吉佐支店山口きらら支所

組合員数５３名（正組合員１９名、准組合員３４名）

主な漁業種類
小型底びき網、小型定置網、一本釣り、アオノリ養殖

新たな取り組み：カイガラアマノリ養殖

のりひび
昭和28年頃

「目でみる山口・防府の100年」
山口市・防府市・吉敷郡・佐波郡・樹下明紀 監修

採貝漁業
昭和初期

0

100 

200 

300 

400 
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600 

700 

800 

900 

山口市のアサリ漁獲量の推移

瀬戸内海に
ナルトビエイ出現

アサリの漁獲量がほとんどゼロ

0 
48 50 52 54 56 58 60 62 1 3 5 7 9 11 13 15 17

ナルトビエイ駆除
（椹野川河口）

山口湾の干潟の課題

泥の堆積、干潟の硬化、栄養分不足

豊かな海
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委員会発表資料（山口湾の干潟を守る会 原田義幸氏）

2

やまぐちの豊かな流域づくり構想（H15年3月）

○椹野川の上流（森林）から下流（山口湾）までの
流域全体をつなぐ１３のプロジェクト

◇源流の森づくり

◇自然豊かな川づくり

◇山口湾の干潟・藻場の再生

山口湾における保全活動の経緯Ⅰ

◇山口湾の干潟 藻場の再生

・・・etc

干潟再生を効果的にすすめるため・・・

H16 椹野川河口域・干潟自然再生協議会

◎構成員；大学、NPO,漁協、行政関係者
（約５０名）

私達漁業者も参加

干潟耕うん作業

人力で０．４ｈａの干潟をたがやします。

アサリ漁場管理の取り組み

被覆網の設置
モニタリング調査

2１年４月、念願のアサリが獲れました。

モニタリング調査

2009.4.22新聞記事 2009.4.9 ＴＶ取材

干潟再生の取り組み（H16～）

「干潟再生協議会」
様々な団体・個人
で行う取り組み

干潟耕うん

アマモ場造成

アサリ管理試験

H21～ 環境・生態系保全対策

「山口湾の干潟を守る会」アサリ管理試験

学習会

etc

漁業者が主体となって管理していく

「山口湾の干潟を守る会」

保全活動による干潟再生と生産力の回復

山口湾の干潟を守る会 保全活動内容

稚貝の沈着促進と保護
（被覆網の設置）
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3

モニタリング

沈着稚貝(1～1.5cm）7月調査

間引き・移植

普及員の指導も受けながら活動

被覆網

耕うんの有無による大型貝の差
（２ｃｍ以上の個体数）

底質改善効果
（成長にプラス）

取り揚げ作業実績

4月24日 ６９ ６ｋｇ4月24日 ６９．６ｋｇ
4月25日 ８６．２ｋｇ
5月8日 ８６．５ｋｇ
6月5日 ９０．２ｋｇ
7月7日 ９２．３ｋｇ

11月2日 ８６．８ｋｇ

合計５１１．６ｋｇ

耕うんの効果

交流活動 交流活動

干潟の再生を実感

保全活動の必要性を理解
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4

植林活動
海岸清掃

山口湾の干潟を守る会

般市民

森林組合・ＪＡ 河川漁協

多くの人の力で干潟再生

一般市民

生
産
拡
大

山口湾のアサリ

大

豊かな山口湾の再生を
目指して

－おわり－

山口湾の干潟を守る会

原 田 義 幸
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第４章 まとめ 

 

河口域は、淡水と海水が交わる汽水域であり、干満の差や河川流量の変化により、土砂

堆積による干潟形成や土砂侵食が発生する等、地形や環境が複雑に変化するエリアである。

また、河口域では、海運活動、港湾活動、漁業活動、レクレーション活動等が行われ、港

湾施設や下水処理場が建設される等、高度に利用されている。一方、魚類が遡上・降下す

る生態系の保全にとっても重要な役割を果たすとともに、津波の河川遡上等の防災面でも、

特に管理が必要なエリアである。また、河口域には海ゴミが堆積しているとの研究結果も

みられる。具体的に、日本国内の河口域がかかえる問題を、以下の表にまとめた。 

 

河口域 問題点 内容 

天竜川 河口テラス 土砂供給量の激減によりテラス形状や周辺沿岸域の大規模

浸食が顕在化 

土

砂 

河口砂州 砂州の消失・復元が繰り返されている事実に関し、高知県

は、１９８０年代から進めてきた防波堤の整備が砂州の復

元力を弱めていると結論づけ、土砂や石を投入し復元中 

四万十川 

河口付近で自生するスジアオノリ漁の品質低下・生産量減

少 

高梁川 河口付近で行われている養殖ノリ色落ち 

椹野川 河口干潟におけるアサリ生産量の減少 

水産業 

・三角州の人工池にカワウが繁殖し漁業被害が発生し、干

潟の小型魚類を大量捕食 

・ノリ、アサリ減少 

小櫃川 

・盤洲干潟における海浜植物（ハママツナ）減少 

・底生動物（貝、ゴカイ、カニ類）の減少 

・二ホンスナモグリが採取され、減少 

吉野川 

干潟生物 

シオマネキの生息数減 

轟川 サンゴ 農業活動（サトウキビ）からの赤土流出により、サンゴに

光が届かなくなり、生育不良・死滅 

四万十川 

生

態

系 

アユ 行政の管理エリア・管理主体・管理対象が異なえい、生物

の生活史全体に配慮していない 

海底湧水 宮古湾の海底湧水が湧き出る汽水域ではニシンの稚魚が発

見され重要なエリアであるが、海底湧水は、現行制度では

管理されていない 

津軽石川 

防災 津波水門で、遡上津波のせき止めにより、河川堤防から水

が溢れ、被害が生じた 

小櫃川 海ゴミ 河口域に生息するアシがノリ網にかかる 
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これらの問題を解決するための先進的な取組みついて、国レベル、県レベル、市民レベ

ル、学術レベルにわけて、以下のとおり整理した。 

 

しくみ レベ

ル 

河口域 

主体 メンバー 協議会 法整備 計画等 

太田川 

（一級河川）

海上保

安庁 

国、県、市 広 島 湾 再

生 推 進 会

議・分科会

なし 広島湾再生

行動計画 

国 

四万十川 

（一級河川）

国土交

通省 

国、漁協、市

民団体、民間

企業、NPO

等 

四 万 十 川

自 然 再 生

協議会・分

科会 

なし 活動計画 

 

県 椹野川 

（二級河川）

山口県 国、県、市、

学識者、個

人、団体 

椹 野 川 河

口域・干潟

自 然 再 生

協議会 

・自然再生推進

法 

・やまぐちの美

しい里山・海づ

くり条例 

豊かな流域

づくり構想 

NPO NPO 小 櫃 川 河

口・盤洲干

潟 を 守 る

連絡会 

なし 小櫃川 

森林組

合、漁

協 

森林組合、漁

協 

海 山 川 を

ま も る 小

櫃 川 協 議

会 

小櫃川流域に

係る水道水源

の水質の保全

に関する条例

（木更津市、君

津市、袖ヶ浦

市） 

なし 

市民 

江戸川放水

路（一級河

川）・三番瀬

 

NPO

→千葉

県 

NPO、住民、

漁業関係者 

千 葉 県 三

番 瀬 ミ ー

ティング、

三 番 瀬 漁

場 再 生 事

業 連 絡 協

議会 

三 番 瀬 の 再

生・保全・利用

のための条例

（検討中） 

千葉県三番

瀬再生計画 

学術 知床（全 44

河川） 

環 境

省、林

野庁、

北海道 

大学教授な

どの研究者 

知 床 世 界

自 然 遺 産

地 域 科 学

委員会（河

川 工 作 物

ア ド バ イ

ザー会議）

自然環境保護

法、自然公園

法、鳥獣保護

法、文化財保護

法など 

知床世界自

然遺産地域

管理計画、長

期モニタリ

ング計画な

ど 
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これらの取組みから導き出される問題点として、①河口域の管理主体、管理対象、管理

エリアが別々である、②特定問題に対応している、③河口域・沿岸域を全体的に見ている

人がいない、④全体的ビジョンがない、等があげられる。 

今後、これら問題解決に向けた河口域の一体的管理について、どのようなしくみが必要

となるか、主体は誰なのか、どのようなプラットフォームづくりが必要か、法整備や計画

等の内容についてさらに検討する必要がある。 
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